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施　　　策 事　　　　業

ふっつのいいこと発信事業(広報ふっ
つ､ホームページ､Facebookの活用)

秘書広報課 -

生涯学習課 1

公民館 2

１ 地域の特色の把握及び地域にあっ
た活動への協力

自治振興事業 市民課 3

２ 地域活動団体等の育成及びネット
ワーク化

市民活動支援事業 市民課

３ 住民一人ひとりへの地域情報の発
信による地域交流の促進

ふっつのいいこと発信事業(広報ふっ
つ､ホームページ､Facebookの活用)
（再掲）

秘書広報課

４
地域における生涯学習活動、ス
ポーツ及びレクリエーションの振
興

市民文化祭事業 公民館 4

市民のニーズに対応する公民館、市
民会館学級講座の開設

公民館 5

老人クラブ活動事業 介護福祉課 -

富津市いきいき百歳体操 介護福祉課 -

地域支援事業 介護福祉課 -

要援護者地域見守り事業 社会福祉課 8

障害者総合支援協議会支援事業 福祉の窓口課 9

特定健康診査事業 健康づくり課 -

成人歯科健康診査事業 健康づくり課 10

地域防災力を高める各種講座の実施 防災安全課

自主防災組織設置事業 防災安全課

消防団を中核とした地域防災力の充
実､強化(女性を含む消防団員の増員)

消防本部 -

資料
ページ番号

-

１ 災害に備え相互に助け合う地域づ
くり支援

１ 高齢者等が生きがいを感じられる
場の提供による地域交流の促進

２ 地域の皆が元気に暮らせる見守り
活動の支援

３ 高齢期になっても元気に過ごすた
めの健診の充実

11

基本目標
基本的な
施策の方向

施策
番号

総合戦略に記載された具体的な取組
担当課

自
分
の
く
ら
す
地
域
を
好
き
に
な
る

1

　①
地域への
愛着が育つ

１ 地域の魅力再発見による地域への
愛着の醸成

史跡めぐりや郷土史学習等の推進
（出前講座の活用）

　②
自慢できる
地域力の構築

　③
高齢者や
障がい者が
地域で元気
に暮らす

　④
地域ぐるみ
の防災、
防犯体制の
促進



施　　　策 事　　　　業

市内の交通利便性維持､向上のための近隣
自治体､事業者､利用者などで検討する場
の設置

企画課

公共交通の現状調査及び利用促進 企画課

高速バス関連施設の整備 建設課 14

１ 社会状況の変化に応じたまちづく
り

都市計画マスタープランの見直し 都市政策課 -

児童遊園地管理運営事業 子育て支援課

市民ふれあい公園管理事業 都市政策課

道路整備事業 建設課 18

橋梁長寿命化修繕事業 建設課 21

（仮称）木更津市火葬場整備運営事
業

環境保全課 22

（仮称）第２期君津地域広域廃棄物
処理事業

環境保全課 23

君津地域水道事業統合広域化 企画課 24

半農半XのPR 農林水産課 -

民間事業者と連携した移住情報や空
き家情報の提供による転入促進

企画課 25

日本版CCRCの検討 介護福祉課 -

移住する地域ごとの情報提供の充実
及び地域と市の連携

企画課 25

ふっつのいいこと発信事業(広報ふっ
つ､ホームページ､Facebookの活用)
（再掲）

秘書広報課 -

ごみ収集事業 環境保全課 26

資源ごみ回収活動推進事業 環境保全課 -

自治振興事業（再掲） 市民課 3

農村の多面的機能の維持 農林水産課 27

農作物被害対策事業 農林水産課 30

３ 管理不全空き家等の適正管理の促
進

危険空き家指導 都市政策課 -

16

　④
生活環境の
保全

１ ごみ分別の周知

２ 有害鳥獣出現の抑制

道路、上水道等のインフラの計画
的な整備及び適正な維持管理

４ 広域連携による公共施設の共同化

　③
移住者受け
入れの環境
整備

１
安価な地価を売りにした利便性の
高い暮らしや豊かな自然の中での
暮らしの発信

２ 新旧住民間の交流促進

12

基本目標
基本的な

施策の方向
施策
番号

総合戦略に記載された具体的な取組
担当課

資料
ページ番号

く
ら
し
や
す
く
、

移
住
し
や
す
い
環
境
づ
く
り

2

　①
交通利便性
を高める

１ 市内の交通利便性維持、向上

　②
住環境の
整備

２ 公園を利用しやすくするための仕
組みの検討

３



施　　　策 事　　　　業

出会いの場創出 市民課 -

生涯学習課 33
商工観光課

農林水産課

子育て支援課

福祉の窓口課

利用者支援事業 健康づくり課 -

ファミリーサポートセンター事業 子育て支援課 35

放課後児童クラブの充実 子育て支援課 35

チャイルドシート貸付事業 子育て支援課 -

子育て支援課

学校教育課

赤ちゃん休憩室事業 子育て支援課 -

特定不妊治療費の助成 健康づくり課 38

ブックスタート事業 生涯学習課 -

通学費補助 学校教育課 -

新生児支給用指定収集袋支給 子育て支援課 34

妊娠・出産包括支援事業 健康づくり課 39

子育て情報サイト｢イクトモ｣周知、充
実

子育て支援課 -

病院情報の発信 健康づくり課 -

電子母子手帳の活用 健康づくり課 -

ワークショップの開催 子育て支援課 -

子育て支援センター事業 子育て支援課 -

子ども110番の家 学校教育課

地域子ども見守り隊 学校教育課

１ 地域の特色ある教育による、ふるさと
に愛着を持つ子どもの育成

富津の自然、歴史、社会の豊かさ活用
事業

教育センター -

きめ細かな学校教育推進事業 教育センター 40

子どもの学習支援事業 社会福祉課 -

地元産物の学校給食への優先的使用 学校教育課

給食食材に係る市民ボランティアとの
連携

学校教育課

４ 市で活躍する人材育成の支援 （仮称）ふるさと育英資金事業 教育総務課 -

５ 子どもたちの生きる力を育む学校教育
環境の整備

小中学校の再配置推進事業 学校教育課 -

　③
のびのび学ぶ
教育環境の整
備

３ 学校給食における地産地消の推進

子
ど
も
の
笑
顔
が
あ
ふ
れ
る
ま
ち
へ

3

　①
出会いの場を
創出し、結婚
の希望をかな
える

１ 結婚を希望する人の縁を結ぶ

出産、子育て情報の発信強化

３ 子どもや子育て世帯が集まる場づくり

４ 子どもの安全の確保

　②
出産、子育て
しやすい環境
の整備

２ 子どもの学力向上推進

市民参画イベントの実施

第三子以降の保育料、入園料の無料化

２

子育て窓口一本化

切れ目のない子育て支援の実施１

基本目標
基本的な
施策の方向

施策
番号

総合戦略に記載された具体的な取組
担当課

資料
ページ番号

-

36

-

42

34



施　　　策 事　　　　業

企業誘致奨励制度の改善 商工観光課 -

女性の雇用や職域拡大に取り組む企
業の表彰などのPR

企画課 -

企業誘致奨励制度の改善（再掲） 商工観光課 -

創業支援事業 商工観光課 43

資産経営課

商工観光課

商工振興事業 商工観光課 44

ふるさとふっつ応援寄附 企画課 45

特産品開発調査、研究事業 農林水産課 -

商工会支援（商工振興事業再掲） 商工観光課 44

観光協会支援 商工観光課 46

農林水産課

商工観光課

農業次世代人材投資事業 農林水産課 47

地域の実情に応じた規制緩和
農林水産課
農業委員会 -

農作物被害対策事業（再掲） 農林水産課 30

農地中間管理事業 農林水産課 -

農村の多面的機能の維持（再掲） 農林水産課 27

耕作放棄地再生事業 農林水産課 -

ノリ共同利用施設整備事業 農林水産課 48

淡水魚かい類種苗放流事業（湊川ア
ユ）

農林水産課 -

観光地魅力アップ整備事業 商工観光課 -

海水浴場管理運営事業 商工観光課 49

観光大使によるPR 商工観光課 -

生涯学習課

商工観光課

観光地魅力アップ整備事業（再掲） 商工観光課 -

海水浴場管理運営事業（再掲） 商工観光課 49

市体育施設管理運営事業 生涯学習課 50

３ 広域連携による周遊型観光の推進 宿泊、滞在型観光促進事業 商工観光課 51

４

企業誘致、創業のための環境整備

６次産業化の推進等農林水産業の
活性化

　③
観光の振興

-

-

-鋸山の文化遺産登録

廃校等を活用した企業誘致

地元産品の直売所設置

基本目標
基本的な
施策の方向

施策
番号

総合戦略に記載された具体的な取組
担当課

資料
ページ番号

市
の
産
業
、
仕
事
を
創
る

4

　①
雇用の創出

１ 雇用ニーズの把握、市内雇用や女
性の働く場の創出の促進

２

１
観光資源をつなぐ仕組みの調整、
新たな観光資源の発掘と既にある
資源の魅力発信

２ 外国人やスポーツ目的の観光客受
入態勢の強化

　②
地場産業の
振興

１
JA、漁協、商工会、観光協会、郵
便局、近隣自治体等と連携した地
場産品の販路拡大やブランド化の
促進

２ 新規就農者、農業経営の法人化等
多様な担い手の育成

３ 耕作放棄地の発生防止、解消





4,504

その他特財

（内容）

財

源

合計 3,706 1,299 25,618

国庫支出金 49 35 21,114

（内容）

地方債

一般財源 3,657 1,264

科　　目 款 10 教育費 項 4 社会教育費 目 6 文化財保護費

事 業 名 文化財保護関係費 担当課 生涯学習課

目　　的
　市内に所在する貴重な文化財を適切に保護・管理し、後世へと確実に守り伝えていく。また、市民等に文化
財を公開・活用することにより、地域の歴史・文化等に対する認識と理解を深めてもらう。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

事

業

費

合　計 3,706 1,299 25,618

内　訳

委託料 2,213 委託料 968 補償補填及び賠償金 20,629

負担金補助及び交付金 1,004 需用費 175 委託料 2,449

報償費 109 旅費 27 役務費 166

需用費 334 報償費 116 公有財産購入費 2,061

その他 13 その他 313その他 46

1

平成28年度

文化財周知板の設置 件 4/2 2/2 2/2

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

清掃・除草を実施した史跡・天然記念物件数等 件 20/21 21/22

755

事
業
成
果

成果目標
　指定文化財の草刈や樹木の伐採・清掃等による日常的な維持管理、文化財周知板の設置、史跡の公有化を行
いながら保護・保存に努めるとともに、見学者等に対して文化財の魅力を表出させる。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
22/22

土地の買上げ 件 －

史跡等購入費補助金[国4/5以内 県1/15以内] 権限委譲事務交付金[県]

事業の自己評価

　市内における文化財来訪者数は担当課が案内等を求められた数であるが、減少傾向にあるのは、ガイドブックやホー
ムページ等を参考に独自に訪れる人が増加したためと思われる。今後も、安全かつ気持ちよく見学してもらうための環
境整備を地権者等の協力を得ながら進めていく必要がある。また、史跡を保護し、本質的な価値を保存しながら後世へ
と確実に伝えるためには、史跡の公有化は極めて有効な手段であるが、現状は地権者側からの買上げ要求に応じて実施
する事業であるため、継続的な計画が立てにくい状況である。

平成28年度

文化財来訪者数（市把握分） 人 466 682

内訳 金額 備考
●文化財保護関係 2,034,330円

保存整備事業補助金（負担金補助金及び交付金） 1,000,000円 県指定文化財の三柱神社本殿修復に伴う補助金
運搬業務委託料（委託料） 950,000円 文化財収蔵庫の引越に伴う収蔵物運搬業務委託費
消耗品費（需用費） 25,795円
普通旅費（旅費） 36,880円
印刷製本費（需用費） 8,832円

保険料（役務費） 8,823円
建物共済保険料（千種新田文化財収蔵庫・古墳の
里ふれあい館）

県史跡整備市町村協議会負担金（負担金補助金
及び交付金）

4,000円 千葉県史跡整備市町村協議会負担金

●古墳の里ふれあい館関係費 699,231円
清掃業務委託料（委託料） 399,600円 一日おきに実施する館内の清掃業務委託費
修繕料（需用費） 162,000円 自動ドア修繕料
電気料（需用費） 38,026円
上下水道料（需用費） 99,605円

●文化財・文化財施設環境整備事業 498,960円

草刈り・伐採業務委託料（委託料） 498,960円
市が所有する古墳、文化財収蔵庫周辺の草刈及び
樹木の伐採業務

●文化財周知板設置事業 364,500円

文化財周知板設置委託料（委託料） 364,500円
文化財周知板の新設（市内2箇所・阿弥陀如来坐像、佐貫
城跡）、県文化財の上位指定に伴う付け替え（吾妻神社馬だ
し祭り）

●指定文化財管理報償費 109,200円

除草作業（報償費） 77,700円
個人が管理・所有する史跡・天然記念物等の環境整備費
（県指定文化財 4件・市指定文化財 13件）

用具の手入れ・維持管理（報償費） 31,500円
無形民俗文化財の維持管理費　（県指定文化財1
件、市指定文化財2件）

3,706,221円

文化財保護のために必要な経費

館の維持に係る光熱水費

合計

1



財

源

合計 2,306 2,197 3,422

その他特財 2,276 2,197 3,422

（内容）

一般財源 30

国庫支出金

（内容）

地方債

科　　目 款 10 教育費 項 4 社会教育費 目 7 埋立記念館費

事 業 名 富津埋立記念館管理運営費 担当課 公民館

目　　的
　富津沖の埋立により、この地域で盛んであった海苔漁業関係資料を展示し、地域の魅力再発見による地
域への愛着を図る。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

１． 概要　　富津埋立記念館を維持管理する業務である。

２． 業務　　施設の修繕、夜間警備、消防設備点検、浄化槽維持管理、清掃業務。
             土日の管理業務は、業務委託(シルバー人材センター)にて実施している。

３． 利用者数の推移

≪富津埋立記念館管理運営費≫　2,305,760円
●委託料　　　　　  1,621,164円　管理業務委託、各種設備保守点検等委託
●需用費　　　  　　  597,948円　管理用消耗品、電気・水道料金、修繕費
●役務費　　　　   　　71,744円　電話料、浄化槽法定検査手数料、全国市有物件災害共済保険料
●使用料及び貸借料　   14,904円　清掃用モップ借上料

事

業

費

合　計 2,306 2,197 3,422

内　訳

委託料 1,621 委託料 1,628 委託料 1,691

需用費 598 需用費 476 需用費 1,622

使用料及び賃借料 15 使用料及び賃借料 15 使用料及び賃借料 15

役務費 72 役務費 78 役務費 94

平成28年度

埋立記念館開館日数 日 291 291 291

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

1,479

事
業
成
果

成果目標 　富津埋立記念館を適切に運営し、来館者が適切に見学できるように維持管理に努める。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

社会教育施設管理運営基金、埋立記念館使用料、雑入

事業の自己評価 　昨年度に続き平成30年度の利用者数は増加となった。引き続き、利用者の増加に努めていきたい。

平成28年度

埋立記念館利用者数 人 2,425 1,637

年　度 利用者数 決算額(円)
利用者1人あたり

の金額(円)

平成21年度 3,806 4,519,760 1,188

平成22年度 3,381 4,299,598 1,272

平成23年度 2,689 4,634,867 1,724

平成24年度 3,047 3,988,059 1,309

平成25年度 1,829 6,124,646 3,349

平成26年度 1,974 3,847,013 1,949

平成27年度 1,445 2,132,840 1,476

平成28年度 1,479 3,421,669 2,314

平成29年度 1,637 2,197,130 1,342

平成30年度 2,425 2,275,790 938

2



30,387

その他特財

（内容）

財

源

合計 30,481 30,561 30,387

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 30,481 30,561

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 7 市民活動推進費

事 業 名 区長関係費 担当課 市民課

目　　的
　区に対して事業運営費を助成し、心のふれあいを大切にした区住民相互の連帯を深め、行政と区との連携及び区
の自主的、主体的活動を推進する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●報酬　23,143,400円
　・均等割　124,000円×107人
　・戸数割　600円×16,459世帯

●旅費　74,250円
　・全体区長会議（107人　1回）　　　66,360円
　・富津地区区長会議（18人　1回）　　4,410円
　・大佐和地区区長会議（40人　1回）  3,480円

●需用費　17,326円
　・退職区長用感謝状用丸筒　40本　　 7,603円
　・区長委嘱状用紙　上質紙A4　200枚　2,145円
　・全体区長会議時お茶代107本　　　　7,578円

●負担金補助及び交付金　7,247,400円

事

業

費

合　計 30,481 30,561 30,387

内　訳

報酬 23,143 報酬 23,187 報酬 23,163

負担金補助及び交付金 7,247 負担金補助及び交付金 7,269 負担金補助及び交付金 7,131

需用費 17 需用費 32 需用費 17

旅費 74 旅費 73 旅費 76

8 8

平成28年度

区長報酬 区 107 107 107

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

自治振興交付金 世帯 16,459 16,532

83.0 83.7

事
業
成
果

成果目標 　区の自主的、主体的な魅力ある地域づくりにより加入世帯数を増加させる。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
16,491

自治振興交付金大規模区特別交付金 区 8

事業の自己評価
　行政として、区加入世帯を増加させる抜本的対策を打ち出すことは限界があると考えられる。区未加入者は、地
元区がどのような取り組みをしているか知らない場合も多いことから、今後も行政として区の存在意義や必要性等
を周知していくことが必要と考えられる。

平成28年度

区加入世帯割合 ％ 82.6

事業名 金額（円） 内　容

区長活動費交付金 671,700
地区割　149,000円　×　3地区　＝　447,000円
区長割　　2,100円　×　107人　＝　224,700円

自治振興交付金 4,937,700
毎年4月1日現在の区の加入世帯数
　　 300円　×　16,459世帯　＝　4,937,700円

自治振興交付金特別分 1,638,000

大規模区割（500世帯以上700世帯未満）
　　　　　126,000円　×　3区　＝　378,000円
大規模区割（700世帯以上）
　　　　252,000円　×　5区　＝　1,260,000円

合計 7,247,400

3



750

その他特財

（内容）

財

源

合計 747 767 750

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 747 767

科　　目 款 10 教育費 項 4 社会教育費 目 3 公民館費

事 業 名 市民文化祭事業 担当課 公民館

目　　的
　市民自ら芸術文化活動に親しみ、その活動を促進するため、市民及び各種団体が一堂に集い、日頃の活動成果を
発表し、市民相互の親睦と融和を図りながら、地域文化の向上に資することを目的とする。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

２．業務　各会場の出演者・出展者が富津市民文化祭準備委員会を組織し、主体となって実施します。

《 市民文化祭事業 》　746,881円
● 富津市民文化祭事業交付金　746,881円

事

業

費

合　計 747 767 750

内　訳

負担金補助及び交付金 747 負担金補助及び交付金 767 負担金補助及び交付金 750

平成28年度

市民文化祭会議開催回数
（実行委員会・役員会・準備委員会）

回 6 5 5

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

市民文化祭開催日数 日 3 4

2,800/3,000 2,876/3,000

事
業
成
果

成果目標 　地域における生涯学習の振興及び芸術文化の向上を目的として文化祭を実施し、その事業内容を充実させる。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
4

事業の自己評価
　富津市文化祭実行委員会の企画・運営により、市民自ら積極的に運営し、日頃の活動成果を発表することで相互
の親睦と融和を図り、豊かな文化の向上と創造の心を養う文化祭を実施することができた。

芸能部門及び催し物部門への出演者数 人 1,642/1,400 1,602/1,400 1,722/1,400

市民文化祭参観者数（延べ人数） 人 14,271 18,274 18,114

平成28年度

展示部門への出展数 点 2,940/3,000

１．概要　「富津市民文化祭2018」

11/2(金) 11/3(土) 11/4(日) 合計

展示部門 152 268 186 606

小　計 152 268 186 606

音楽の集い 1,600 0 0 1,600

子どもまつり 0 0 4,396 4,396

芸能部門 0 300 0 300

催し部門 0 0 439 439

展示部門 762 1,288 1,730 3,780

小　計 2,362 1,588 6,565 10,515

芸能部門 0 0 500 500

催し部門 83 64 561 708

展示部門 492 494 629 1,615

小　計 575 558 1,690 2,823

キッズミュージカル 0 0 0 0

芸能部門 0 0 0 0

催し部門 0 0 0 0

展示部門 128 105 94 327

小　計 128 105 94 327

3,217 2,519 8,535 14,271

会　場 事 業 内 容
参　観　者　人　数

総合社会体育館

富津公民館

中央公民館

市民会館

合　　計

4



663

その他特財

（内容）

財

源

合計 639 596 663

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 639 596

科　　目 款 10 教育費 項 4 社会教育費 目 3 公民館費

事 業 名 中央公民館学級・講座関係費 担当課 公民館

目　　的
　市民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的と
する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

１．概要　　公民館において主催される講座等の企画・立案を行い受講者を募集します。
２．業務　　年間を通じて13の講座を実施し、地域性を活かしたうえでの多様な学習機会の場を
　　　　　　提供していきます。

《 中央公民館学級・講座関係費 》639,189円
●報償費　571,000円　　各種講座（13学級）講師謝礼　5,000円 / 回 × 113人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,000円 / 回 × 2人
●需用費　 55,189円　　消耗品費
●役務費　 13,000円　　切手代

事

業

費

合　計 639 596 663

内　訳

報償費 571 報償費 560 報償費 580

需用費 55 需用費 23 需用費 70

役務費 13 役務費 13 役務費 13

平成28年度

公民館学級・講座開催数 回 106 129 131

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

学級・講座受講者募集等広報配布部数 部 8,400 8,600

99/90 96/90

事
業
成
果

成果目標
　公民館が主催する学級・講座の参加者にアンケートを実施し、内容の満足度を調査する。
（全体集計値及び、高齢者を対象とした学級講座の値を対象とする）

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
6,700

事業の自己評価

　平成30年度は、事業見直しにより閉講となった学級講座(2学級)の影響もあり、開催回数及び参加者延べ人数が減少した。
改善策としては、公民館を利用する世代やニーズを把握し、やりがいや親しみのある参加しやすい学級講座を実施する。一般
的な教養講座(座学)だけではなく、室内でできる軽い運動や、館外でアクティブに体を動かすなど、体験型の学習要素を取り
入れたものを企画し、心身のリフレッシュと共に学習意欲が向上するような学級講座づくりに取り組む。

事業満足度の向上（シルバー生きがい学級） ％ 90/90 100/90 92/90

公民館学級・講座参加者数 人 　1,481 1,900 1,777

平成28年度

事業満足度の向上（全体集計） ％ 97/90

３．学級・講座開催状況

番号 講　座　名
開催
回数

参加
人数

番号 講　座　名
開催
回数

参加
人数

1 シルバー生きがい学級 7 142 9 子ども折り紙教室 4 159

2 さわやか女性セミナー 5 134 10 男の悠遊教室 8 70

3 折り紙教室 9 88 11 キッズダンス教室 11 84

4 はつらつウォーキング教室 8 121 12 キルト教室 5 29

5 富津フォトハイスクール 6 64 13 ICT教室 7 107

6 外国人のための日本語講座 24 308

7 大人のためのわらべ歌講座 4 48

8 いきいき健康体操教室 8 127

106 1,481合　　計
４．サークルの活動状況

サークル数 利用件数 利用人数

46 924 8,281
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532

その他特財

（内容）

財

源

合計 519 539 532

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 519 539

科　　目 款 10 教育費 項 4 社会教育費 目 3 公民館費

事 業 名 富津公民館学級・講座関係費 担当課 公民館

目　　的
　市民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的と
する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

１． 概要　　公民館において主催される講座等の企画・立案を行い受講者を募集した。

２． 業務　　年間を通して17の講座を実施し、地域性を活かしたうえでの多様な学習機会の
　　　　　　 場を提供した。

３． 学級・講座開催状況

４． サークルの活動状況

≪富津公民館学級・講座関係費≫　　519,189円
●報償費　　490,000円　　各種学級講座講師謝礼　5,000円 / 回 × 98人
●需要費　 　14,749円　　消耗品費
●役務費　 　14,440円　　切手代

事

業

費

合　計 519 536 532

内　訳

報償費 490 報償費 505 報償費 505

需用費 15 役務費 17 役務費 15

役務費 14 14 需用費 12

平成28年度

公民館学級・講座開催数 回 120 131 137

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

学級・講座受講者募集等広報配布部数 部 4,600 6,700

94/90 97/90

事
業
成
果

成果目標
　公民館が主催する学級・講座の参加者にアンケートを実施し、内容の満足度を調査する。
（全体集計値及び、高齢者を対象とした学級講座の値を対象とする）

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
6,700

事業の自己評価

　平成30年度は、事業見直しにより新規教室を２教室開講した影響もあり、開催回数が減少したものの参加者延べ人数は増加
した。今後は、公民館を利用する世代やニーズを把握し、やりがいや親しみのある参加しやすい学級講座を実施する。一般的
な教養講座(座学)だけではなく、室内でできる軽い運動や、館外でアクティブに体を動かすなど、体験型の学習要素を取り入
れたものを企画し、心身のリフレッシュと共に学習意欲が向上するような学級講座づくりに取り組む。

事業満足度の向上（高齢者教室） ％ 83/90 93/90 85/90

公民館教室・講座参加者数 人 2,277 2,266 2,131

平成28年度

事業満足度の向上（全体集計） ％ 96/90

番号 講　座　名
開催
回数

参加
人数

番号 講　座　名
開催
回数

参加
人数

1 東京湾学講座 14 400 10 大人チャレンジ教室 1 18

2 高齢者教室 8 321 11 古文書を読む会 10 165

3 男の料理教室 7 96 12 ポールウォーキング教室 6 81

4 エコ・パッチワーク教室 8 121 13 FIRA　英会話サークル 2 3

5 韓国語教室 8 69 14 折り紙教室 8 85

6 わらべうた遊びと共育ち教室 8 240 15 はじめての紙バンド手芸教室 8 90

7 健康スクール教室 8 93 16 アロマ・ハーブ教室 2 41

8 陶芸教室 9 103 17 絵本読み聞かせボランティア入門講座 4 30

9 園芸教室 9 321 120 2,277合　　計

サークル数 利用件数 利用人数

28 529 4,521
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517

その他特財

（内容）

財

源

合計 406 457 517

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 406 457

科　　目 款 10 教育費 項 4 社会教育費 目 4 市民会館費

事 業 名 市民会館学級・講座関係費 担当課 公民館

目　　的
　市民の教養の向上、健康を増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的と
する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

１．概要　　市民会館において主催される講座等の企画・立案を行い受講者を募集します。
２．業務　　年間を通して18の講座を実施し地域性を生かしたうえでの多様な学習機会の場を提供します。

《市民会館学級・講座関係費》　405,906円
●報償費　　　355,000円　　各種学級講座（18学級）講師謝礼　5,000円 ／ 回   71人
●需用費　　　 33,906円　　消耗品費、印刷製本費
●役務費　　　 17,000円　　切手代

事

業

費

合　計 406 457 517

内　訳

報償費 355 報償費 405 報償費 465

需用費 34 需用費 35 需用費 35

役務費 17 役務費 17 役務費 17

平成28年度

市民会館学級・講座開催回数 回 131 140 123

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

学級・講座受講者募集等広報配布部数 部 6,500 6,700

94/90 84/90

事
業
成
果

成果目標
　公民館が主催する学級・講座の参加者にアンケートを実施し、内容の満足度を調査する。
（全体集計値及び、高齢者を対象とした学級講座の値を対象とする）

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
6,700

事業の自己評価

　平成30年度は、事業見直しにより閉講となった学級講座(２学級)の影響もあり、開催回数及び参加者延べ人数が減少した。
改善策としては、公民館を利用する世代やニーズを把握し、やりがいや親しみのある参加しやすい学級講座を実施する。一般
的な教養講座(座学)だけではなく、室内でできる軽い運動や、館外でアクティブに体を動かすなど、体験型の学習要素を取り
入れたものを企画し、心身のリフレッシュと共に学習意欲が向上するような学級講座づくりに取り組む。

事業満足度の向上（シルバー生きがい学級） 人 80/90 80/90 77/90

学級・講座参加者数 人 2,607 2,660 2,114

平成28年度

事業満足度の向上（全体集計） ％ 90/90

３．学級・講座開催状況

番号 講　座　名
開催
回数

参加
人数

番号 講　座　名
開催
回数

参加
人数

1 歴史探訪講座 8 211 11 小筆教室 3 36

2 Futtsu One World Club 7 39 12 健康料理教室 5 57

3 こどもダンス教室 12 282 13 はじめてのソープカービング 6 51

4 ディスカバーふっつ 4 71 14 ポールウォーキング教室 6 67

5 エコ・スクール 7 159 15 お話し会 21 565

6 シルバー生きがい学級 9 132 16 お話し会ボランティア会議 12 126

7 和菓子教室 7 139 17 名画座 12 456

8 季節の草木染め講座 4 78 18 プリザーブドフラワー教室 5 102

9 シニアのためのスマートフォン講座 1 16

10 コーヒー講座 2 20

131 2,607合　　計

7



520

その他特財

（内容）

財

源

合計 480 480 520

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 480 480

科　　目 款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 1 社会福祉総務費

事 業 名 要援護者地域見守り事業 担当課 社会福祉課

目　　的
　地区社会福祉協議会（民生委員等）による、声かけ・安否確認などの日常の見守りサポートを行うことにより、
地域住民による共助を基本として、地域ぐるみで高齢者や障がい者などの要援護者を支え合い、地域で安全で安心
して暮らすことができるようにする。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●要援護者の登録管理、安心カード等の発行、関係者団体等への通知書作成、集計処理
　　要援護者台帳システム委託料　479,520円

●制度の啓発
　・啓発用のチラシを作成し、12月に市内全戸配付
　・「避難行動要支援者支援制度」（防災安全課）の要支援者名簿への掲載に伴う意向確認の通知に併せ、
　「要援護者地域見守り事業」についても、新規対象者への制度案内を実施する。

●要援護者地域見守り協議会
　　平成30年度は開催なし

【要援護者地域見守り事業・登録者数（平成30年度末）】

事

業

費

合　計 480 480 520

内　訳

委託料 480 委託料 480 委託料 480

報償費 40

平成28年度

新規対象者勧奨人数 人 876 916 851

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

新規登録者数 人 82 66

666 698

事
業
成
果

成果目標
　要援護者が、地域で安全に安心して暮らすことができるようにすることが目的であることから、本事業の登録者
数を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
51

事業の自己評価
　本制度が認知され、支援が必要な時に利用することができる環境づくりが重要である。
　このため、制度の周知については、新規対象者への個別案内通知をはじめとして、市ホームページ、全戸配布の
福祉ガイドブックや広報ふっつへの掲載、また、関係団体への周知等を継続的に実施する。

平成28年度

要援護者地域見守り事業登録者数 人 655

地区社協名 登録者数(人) 地区社協名 登録者数(人)

富津 99 青堀 77

飯野 67 大貫 105

吉野 43 佐貫 54

湊 34 天神山 27

竹岡 28 金谷 33

峰上 88 合　計 655

8



233

その他特財

（内容）

財

源

合計 409 425 441

国庫支出金 133 133 208

（内容）

地方債

一般財源 276 292

科　　目 款 3 民生費 項 1 社会福祉費 目 8 障害者総合支援費

事 業 名 総合支援協議会事業 担当課 福祉の窓口課

目　　的
　地域における障害福祉サービスを円滑に実施するため、年齢、性別及び状態等を問わず、誰にとっても住みやす
く、生活しやすいまちづくりを目指すことを目的に協議会を設置している。障害者総合支援法第89条の3第1項によ
り、地方公共団体が設置する協議会である。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

　障害者総合支援協議会の会議、就労支援・地域生活支援・子ども・権利擁護の各部会の会議及び研修を行う。構成員は医師、
障がい当事者、障がい福祉サービス事業者、民生委員、教育機関、行政機関等の様々な関係機関の方がおり、協議会委員20名、
部会員95名を委嘱している。また、協議会活動について広報誌の発行を行っている。

●総合支援協議会報償費：130,950円
　協議会の開催回数：年2回
　各部会、連絡調整会議等の開催回数：年24回、延べ人数：355人

●障害者総合支援協議会事業運営委託費：278,000円
　委託内容：広報・啓発関係、理解促進研修関係、協議会とその下部組織のコーディネート業務
　・印刷製本費：94,040円
　　広報誌イラスト用紙：86,760円、広報用ポスター：5,760円、広報用ポスターティッシュ用：1,520円

　・報償費（講演等の講師謝礼）：90,760円
　　権利擁護部会：58,000円（6月20日、 1月15日、2月20日、3月20日）
　　子ども部会　：32,760円（8月 1日、12月18日、1月 8日、3月12日）

　・通信運搬費：13,264円
　　ポスター郵送代：13,264円

　・雑費：79,936円
　　ポスター記念品：10,550円、ポスター展示用品：2,715円、広報用ティッシュ封入：3,000円、
　　研修会用用品：11,911円、広報誌用用品：16,416円、子育て交流会療育物品：35,344円

事

業

費

合　計 409 425 441

内　訳

委託料 278 委託料 278 委託料 278

報償費 131 報償費 147 報償費 163

平成28年度

協議会開催回数 回 2 2 2

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

部会、連絡調整会議開催回数 回 24 26

236 174

事
業
成
果

成果目標
　障がいに対する理解・啓発のために広報誌の発行や各部会ごと（地域生活、権利擁護、子ども、就労支援など）
の活動を行う。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
26

地域生活支援事業国庫補助金1/2以内、千葉県地域生活支援事業補助金1/4以内

事業の自己評価

　子ども部会では、保護者・支援者に対するスキルアップ講座において、小学校、保育所（園）等の施設職員が参加し好評を
得ている。権利擁護部会の勉強会、就労支援部会の企業説明会、地域生活支援部会のトイレマップの作成など、各部会の活動
も積極的に行っている。
　平成31年2月にイオンモール富津で開催された「富津ユニバーサルフェスタ」は、障害者総合支援協議会として共催し、一
般の人が障がいについて触れる機会となった。

広報誌発行回数 回 1 2 2

平成28年度

各種講演会・研修会受講者数 人 346

9



その他特財

（内容）

財

源

合計 603 595 0

国庫支出金 416 356

（内容）

地方債

一般財源 187 239

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 2 予防費

事 業 名 成人歯科健康診査事業 担当課 健康づくり課

目　　的 　高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう、歯の喪失を予防することを目的とする。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●対象者（40・50・60・70歳、ただし総義歯の者及び治療中の者は除く）に受診勧奨通知
・勧奨通知の発送・・・・・・・・・・・・・・・・ 62円×2,758通＝170,996円

●成人健康診査受診票の作成
・受診票の作成（A3　3枚複写）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0円

●検診を希望する市民は市内歯科医療機関に直接申し込み受診する。
・検査委託料 ・・・・・・・・・・・・・・・・　　4,700円×92人＝432,400円

[検診期間]
　7月～12月
[検診内容]
・むし歯、歯周疾患、歯垢のチェック
・口腔粘膜、顎関節の病気等の有無
・歯磨き指導

事

業

費

合　計 603 595 0

内　訳

委託料 432 委託料 381

役務費 171 役務費 171

需用費 43

2 －

平成28年度

受診者数 人 92 81 －

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

通知した枚数 枚 2,758 2,758

2.9 －

事
業
成
果

成果目標 　歯の喪失を予防することを目標とすることから、成果指標は対象者の中での受診者の割合（受診率）とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
－

広報した回数（広報誌に載せた回数） 回 2

千葉県健康増進事業補助金（2/3以下）

事業の自己評価
　該当者への個人通知と広報での周知を実施した。受診数92名であった。歯周疾患が健康へ及ぼす影響を若い世代
から周知をしていきたい。

平成28年度

検診受診率（受診者数/勧奨通知数） ％ 3.5

40歳 50歳 60歳 70歳 合計

対象者数（人） 488 603 589 938 2,618

受診者数（人） 13 10 22 47 92

10



186

その他特財

（内容）

財

源

合計 1,944 1,403 371

国庫支出金 917 691 185

（内容）

地方債

一般財源 1,027 712

科　　目 款 9 消防費 項 1 消防費 目 4 防災費

事 業 名 自主防災組織促進事業 担当課 防災安全課

目　　的
　災害発生時には自助・共助が重要であるため、平時からの市民の防災意識の高揚を目指し、地域防災力の向上を
図る。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

　市民の防災意識の高揚や自主防災組織の結成・育成を促すために、出前講座の実施や地域の防災訓練の支援を行った。
　出前講座については、各自治会等の要望を受け、38回実施し延べ1,553人が受講した。
　自主防災組織へ発電機、投光器、ヘルメット等の資器材を交付し、地域防災力強化を図った。

①備品（備品購入費）・・・1,760,400円
　ヘルメット、投光器、発電機などの資器材を6団体の自主防災組織に交付

②消耗品費（需用費）・・・102,060円
　自主防災組織結成を促す啓発品（緊急ホイッスルライト）を購入

③講師謝礼（報償費）・・・75,000円
　平成30年12月16日に自主防災組織の中心となる区長や民生委員、消防団に対し開催した、防災講演会講師への謝礼金

④普通旅費（旅費）・・・6,360円
　研修参加のための旅費

事

業

費

合　計 1,944 1,403 371

内　訳

備品購入費 1,761 備品購入費 1,383 備品購入費 371

需用費 102 負担金補助及び交付金 20

旅費 6

報償費 75

平成28年度

出前講座実施数 回 38 48 46

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

62/107 58/107

事
業
成
果

成果目標
　災害に対して、初動体制を確立するためには、自助・共助が重要であるため、自主防災組織の設置を促進し、地
域防災力の向上を目指すことから、自主防災組織数を成果指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

千葉県地域防災力向上総合支援補助金[県1/2]

事業の自己評価

　東日本大震災の経験や、近年で頻発するゲリラ豪雨などから市民の防災意識が高まっていることもあり、自治会等に呼びかけ、出前講座を
引き続き実施し、継続した啓発を行う。
　今後、首都圏直下地震や南海トラフ巨大地震の発生が懸念されるなかで、初動体制を確立するため、避難行動要支援者名簿の提供を継続す
るとともに、避難所施設の地元住民による自主運営の意識定着等を検討して行く。

平成28年度

自主防災組織数（組織数/自治会数） 団体 67/107
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71

その他特財

（内容）

財

源

合計 2,894 15,279 71

国庫支出金 1,132 7,570

（内容）

地方債

一般財源 1,762 7,709

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 8 諸費

事 業 名 公共交通計画推進事業 担当課 企画課

目　　的 　市民の移動手段を確保し、生活利便性の維持・向上を図るため、持続可能な公共交通網を形成する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●富津市地域公共交通会議
　富津市地域公共交通網形成計画に記載された事業の実施に係る進行管理のため、富津市地域公共交通会議を開催した。

　　○報償費　・・・・・・・61,200円
　  ○食糧費(会議お茶代)・・ 4,740円

●公共交通計画推進事業
　富津市地域公共交通網形成計画に基づき、公共交通のさらなる利用促進を図るため、計画策定時の包括的な調査に加え、より
細やかに地域住民の生の声を収集することで、小規模需要地区の移動のニーズを捉えるとともに、持続可能な公共交通に関して
地域住民の意識を醸成するため、計画推進事業により地域住民との効果的なコミュニケーションの機会を創出した（ワーク
ショップ）。公共交通に関する運行情報を市民に周知するため、公共交通マップを作成・配布した。

　　○委託料　2,808,000円（国庫補助事業）
　　・ワークショップに係る資料作成及び開催補助
　　・公共交通マップの作成
　　・地域公共交通会議に係る資料作成

　　○普通旅費　・・・・・ 15,500円

　　○消耗品費　・・・・・　4,383円

事

業

費

合　計 2,894 15,279 71

内　訳

委託料 2,808 委託料 14,990 旅費 44

報償費 61 需用費 113 報償費 27

需用費 9 旅費 53

旅費 16 報償費 109

役務費 14

－ －

平成28年度

旅客運送事業者との意見交換回数 回 14 31 22

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

市民への公共交通に関する広報（広報ふっつ） 回 7/12 12/12

2,594,504 2,677,781

事
業
成
果

成果目標
　富津市に適した公共交通網の形成により、利便性が向上し公共交通機関が利用されることから、公共交通利用者
数(JR市内各駅年間乗車数、バス年間利用者数、フェリー年間利用者数）の維持を目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
12/12

市民への公共交通に関する広報（公共交通ニュース） 回 5

地域公共交通確保維持改善事業費補助金

事業の自己評価
　富津市地域公共交通会議において、平成29年度に策定した富津市地域公共交通網形成計画における今年度の事業
概要を共有し、地域、交通事業者及びその他関係者と連携を図りながら、対象事業を実行した。
　引き続き、富津市地域公共交通網形成計画の着実な実行により、持続可能な公共交通網の形成に努める。

平成28年度

公共交通利用者数(JR市内各駅年間乗車数、バス年間利用者数、
フェリー年間利用者数）

人 2,535,675
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34,293

その他特財

（内容）

財

源

合計 49,347 40,618 34,293

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 49,347 40,618

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 8 諸費

事 業 名 バス利便性維持・向上事業 担当課 企画課

目　　的
　地域住民の生活に必要なバス路線を負担金等を交付し維持することにより、市民の移動手段を確保し、生活利便
性の維持・向上を図る。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

事

業

費

合　計 49,347 40,618 34,293

内　訳

負担金補助及び交付金 49,347 負担金補助及び交付金 40,618 負担金補助及び交付金 34,293

62.04 60.03

平成28年度

富津市役所君津駅線　走行キロ当たり運送収入 円 71.26 53.85 46.90

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

鹿野山線　走行キロ当たり運送収入 円 92.23 96.34

17,047/14,954 14,954/15,708

事
業
成
果

成果目標
　負担金を支出することにより運行を継続し、交通手段が確保されたことを計るものとして、各路線の実輸送人員
とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
153.79

廃止代替バス路線　走行キロ当たり運送収入 円 63.92

事業の自己評価
　年々輸送人員が減少し運送収益が減少していることから、市の負担が拡大している。
　今後の公共としての事業の必要性を検証するため、定期的な利用状況調査により需要動向を把握するとともに、
適切なダイヤ設定、料金設定の妥当性、最適な路線バスの再編等を検討する。

鹿野山線　実輸送人員 人 14,184/15,267 15,267/23,782 23,782/26,274

廃止代替バス路線　実輸送人員 人 59,535/58,949 58,949/55,732 55,732/60,323

平成28年度

富津市役所君津駅線　実輸送人員 人 16,407/17,047

１　富津市役所・君津駅線バス運行費負担金

　市役所来庁者等の利便性を確保するため、乗合バス富津市役所・君津駅線を運行した。

路線名 運行区間
負担金額
(円)

利用者数
(人)

利用者1人当たり
の市負担金額

(円)

収益率
(％)

富津市役所・君津駅線 ＪＲ大貫駅東口～ＪＲ君津駅南口 9,372,200 16,407 571 22.02

２　廃止路線代替バス運行費負担金

地域住民の交通の利便性を確保するため、バス事業者が廃止した路線に代替バスを運行した。

路線名 運行区間
負担金額
(円)

利用者数
(人)

利用者1人当たり
の市負担金額

(円)

収益率
(％)

湊富津・笹毛線(湊富津系統) 上総湊駅～富津公園 12,524,413 17,674 709 17.78

湊富津・笹毛線(笹毛系統) 佐貫町駅～笹毛 332,425 3,771 88 35.68

竹岡線(高島別荘入口系統) 上総湊駅～高島別荘入口 5,522,293 16,318 338 34.01

竹岡線(東京湾フェリー系統) 上総湊駅～東京湾フェリー 4,259,875 6,284 678 20.81

戸面原ダム線 上総湊駅～戸面原ダム 9,007,693 15,488 582 32.80

31,646,699 59,535 532 26.24

３　バス路線維持費補助金

バス事業者に対し助成を行うことにより、乗合バス路線を維持、確保した。

路線名 運行区間
補助金額
(円)

利用者数
(人)

利用者1人当たり
の市補助金額

(円)

収益率
(％)

鹿野山線 佐貫町駅～マザー牧場・神野寺 7,757,799 14,184 547 28.50

金谷線 亀田病院～東京湾フェリー 570,461 29,737 19 47.97

8,328,260 43,921 190 40.16

合          計

合          計
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62,000

その他特財 7,273 8,450 6,934

（内容）

財

源

合計 161,049 185,902 153,187

国庫支出金 88,576 102,239 84,253

（内容）

地方債 65,200 75,200

一般財源 13

科　　目 款 8 土木費 項 2 道路橋梁費 目 3 道路新設改良費

事 業 名 バスストップ施設整備事業 担当課 建設課

目　　的
　バスストップを整備することにより高速バス全便が利用可能となり、公共交通機関の充実が図られ、富津市南部地
域の活性化、また、首都圏へのアクセス向上を図る。

事

業

概

要

～ 令和 元 年度

  館山自動車道4車線化に併せ、バスストップ施設L=450ｍを整備する。

  ●平成26年度に東日本高速道路株式会社関東支社とバスストップ整備に関する協定書を締結した。
    平成27年度から平成30年度まで4ヶ年で整備するために各年度に年度契約を締結し事業を推進する。
    一部占用施設（乗客待機所・照明等）については市で整備する。

  ●平成30年度完成予定。（平成30年度事業を繰越したため、令和元年完成予定）
  　平成27年度からは社会資本整備総合交付金で実施する。

施行済

全体計画 計 画 期 間 平成 25 年度

舗装工事、施設工事

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

H25設計業務委託、H26不動産鑑定・バスストップ整備に関する協定書を締結
H27年度契約（上り線工事）H28年度契約（上り線・下り線工事）
H29年度契約　161,049,600円（H30年度へ繰越）

当該年度

H29年度契約　161,049,600円（H30年度実施）
H30年度契約　 54,605,000円（R元年度へ繰越）

翌年度以降

事

業

費

合　計 161,049 185,902 153,187

内　訳

負担金補助及び交付金 161,049 負担金補助及び交付金 185,890 負担金補助及び交付金 153,187

旅費 12

平成28年度

平成28年度契約 件 1

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

平成29年度契約 件 1

34 34

事
業
成
果

成果目標
　バスストップを整備することにより、市内を走る高速バス（館山ルート）の全便が利用可能となるので、バスス
トップの停車便数を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

平成30年度契約 件 1

社会資本整備総合交付金（H29まで国55％、H30から国50％）

繰越金

事業の自己評価
　東日本高速道路株式会社関東支社と協定書を平成26年度に結び、平成27・28年度は協定書で示している年度契約を
締結した。しかし繰越事業になったので、今後は東日本高速道路株式会社関東支社との連絡を密にして確実に事業を
進めていく。

平成28年度

バスストップの停車便数 便 34
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541

2,800

その他特財 1,877

（内容）

財

源

合計 31,944 20,520 7,261

国庫支出金 17,490 8,925 3,920

（内容）

地方債 12,400

一般財源 177 11,595

科　　目 款 8 土木費 項 2 道路橋梁費 目 3 道路新設改良費

事 業 名 バスストップ駐車場整備事業 担当課 建設課

目　　的 　バスストップ利用者の利便性を向上させるため駐車場を整備する。

事

業

概

要

～ 令和 元 年度

　バスストップ駐車場整備事業　A=5,400㎡

　●バスストップ利用者の利便性を向上させるためバスストップ駐車場（駐車台数97台）

  ●平成30年度完成予定（平成30年度事業を繰越したため、令和元年完成予定）
　  平成27年度からは社会資本整備総合交付金で実施する。

施行済

全体計画 計 画 期 間 平成 25 年度

用地取得
駐車場工事

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

H25　概略箇所決定、H26　概略設計・地形測量、H27　詳細設計
H28　バスストップ駐車場用地測量業務委託、バスストップ駐車場用地測量（その2）業務委託、
     境界立会代行業務委託
H29　バスストップ駐車場整備工事　30,780,000円（H30年度へ繰越）

当該年度

H29　バスストップ駐車場整備工事　30,780,000円（H29年度から繰越）

翌年度以降

事

業

費

合　計 31,944 20,520 7,261

内　訳

工事請負費 30,780 公有財産購入費 19,383 委託料 7,235

補償補填及び賠償金 1,164 役務費 624 需用費 26

需用費 11

委託料 496

旅費 6

平成28年度

測量業務委託 件 2

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

駐車場用地取得 ㎡ 3182.03

－ －

事
業
成
果

成果目標
　令和元年にバスストップ整備事業が完成予定。利用者の利便性を損なうことなく利用出来るように同時完成を目指
すため、整備完成を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

工事実施 件 1

社会資本整備総合交付金（H29まで国55％、H30から国50％）

繰越金

事業の自己評価
　事業を実施するために国の交付金の配分が計画通りになるように、関係機関や千葉県と連絡を密にして事業を推進
する。

平成28年度

バスストップ駐車場の完成 式 －
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131,633

その他特財 11,647 9,274 10,294

（内容）

財

源

合計 150,373 153,041 141,927

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 138,726 143,767

科　　目 款 8 土木費 項 5 都市計画費 目 4 公園費

事 業 名 公園管理事業 担当課 都市政策課

目　　的 　市民の憩いの場として適正な管理を行う。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●都市公園（11ヶ所）及び市立公園（4ヶ所）の指定管理・・・146,726,916円
　　指定管理期間：平成２６年４月～平成３１年３月
　　市民ふれあい公園・青堀駅裏公園・大堀第１号公園・大堀第２号公園・大堀第３号公園
　　大堀第4号公園・大堀第５号公園・富津臨港公園・青木公園・若葉公園・青木第４号公園
　・市立公園
　　湊親水公園・神田橋川面親水公園・青堀駅西口公園・上総湊駅前公園

●更和公園等の公園（３ヶ所）及び公園予定地（４ヶ所）の管理・・・475,000円
　・更和公園等の公園
　　更和公園・売津パーク・上総湊港海浜公園（遊具施設）
　・公園予定地
　　青木第１号公園・青木第２号公園・青木第３号公園・青木第６号公園

●予約システムの管理　662,040円
　契約期間：平成２６年４月～平成３１年３月（長期継続契約：５年）

●改修工事
　市民ふれあい公園　第6駐車場門扉修繕工事　280,800円
　ケープタウン街区公園フェンス修繕工事　　 405,000円
　ふれあい公園駐車場白線改修工事　　　　 1,615,680円

●保険料　自賠責保険・建物共済保険　 173,702円
●公課費　自動車重量税　　　　　　　　33,700円

事

業

費

合　計 150,373 153,041 141,927

内　訳

委託料 147,864 委託料 148,228 委託料 141,637

工事請負費 2,301 工事請負費 4,672 役務費 174

公課費 34 公課費 19 公課費 34

役務費 174 役務費 122 需用費 82

平成28年度

ふれあい公園利用者数 人 317,691 326,318 325,138

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

有料公園施設利用率 ％ 20.320 21.22

68 56

事
業
成
果

成果目標
　平成25年度に、ふれあい公園内の有料施設や総合社会体育館等の利用予約を従来の電話や窓口による申し込
みに加え、パソコン、携帯電話等から24時間予約ができるように、利用者の利便性向上を図った。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
21.21

都市公園使用料、屋外広告物許可手数料、雑入

事業の自己評価
　指定管理を行っている公益財団法人富津市施設利用振興公社が、長年の経験を生かし、施設の適正管理、利
用促進、サービス向上を図っている。また、経費の縮減にも取り組んでおり、概ね適正である。
　なお、施設の老朽化が進んでおり、計画的に改修を行う必要がある。

施設予約の満足度 ％ - 95 92

平成28年度

施設利用者の満足度 ％ -
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その他特財 84,484 38,400

（内容）

財

源

合計 209,207 110,218 0

国庫支出金

（内容）

地方債 109,500 64,800

一般財源 15,223 7,018

科　　目 款 8 土木費 項 5 都市計画費 目 4 公園費

事 業 名 ふれあい公園整備事業 担当課 都市政策課

目　　的 　改修等を行うことで、利用者が施設を快適に使用できるように努める。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●陸上競技場第４種公認検定
　検定員報償費　         　25,680円

●陸上競技場第４種公認料　 27,000円

●陸上競技場改修工事　202,817,520円
　全天候型複合弾性舗装、ラインマーキング等

●陸上競技場備品購入  　6,335,712円

事

業

費

合　計 209,207 110,218 0

内　訳

工事請負費 202,818 工事請負費 109,999

備品購入費 6,336 委託料 205

報償費 26

役務費 27 報償費 14

平成28年度

施設改修数（テニスコート） 面 10

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

施設改修数（陸上競技場） 面 1

96.6

事
業
成
果

成果目標 　施設を改修したことで、利用者の利便性の向上を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

スポーツ振興くじ助成金

事業の自己評価
　陸上競技場の改修が３月に完了し備品類も一新し、これまで以上に利用しやすくなった。また、日本陸協議連盟
の公認も継続されたことから、地域の大会や記録会の開催などにつながる。

陸上競技場利用者の満足度 ％ -

平成28年度

新設テニスコート利用者の満足度 ％ -
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16,723

その他特財 3,780 22,529

（内容）

財

源

合計 8,401 30,074 26,723

国庫支出金 4,621 10,000

（内容）

地方債

一般財源 7,545

科　　目 款 8 土木費 項 2 道路橋梁費 目 3 道路新設改良費

事 業 名 市道山王下飯野線整備事業 担当課 建設課

目　　的
　当該路線の整備により、市役所本庁舎及び大貫駅周辺地区の将来的な発展に繋がる。また、県道大貫青堀線には歩
道が未整備な箇所があり、車両との接触事故が発生していることから、早期の整備を図る。

事

業

概

要

～ 令和 3 年度

　市道山王下飯野線整備事業　L=1,300ｍ　W=12.0ｍ
●社会資本整備総合交付金都市再生整備計画事業（庁舎及び大貫駅周辺地区）
　H29年度から社会資本整備総合交付金（道路事業）
　H24年度　　道路詳細設計・地質調査
　H25年度　　用地測量・土地評価・不動産鑑定・物件調査
　H26年度　　用地取得・物件補償
　H27年度　　土地評価・不動産鑑定・物件調査・用地取得・物件補償・埋蔵文化財調査
　H28年度　　用地取得・埋蔵文化財調査・道路改良工事
　H29年度　　埋蔵文化財調査・用地取得
　H30年度　　埋蔵文化財調査
　R元～R3年度　　埋蔵文化財調査・用地取得・道路改良工事

施行済

全体計画 計 画 期 間 平成 24 年度

埋蔵文化財調査・用地取得・道路改良工事

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

道路詳細設計・地質調査・用地測量・土地評価・不動産鑑定・物件調査・用地取得・物件補償
埋蔵文化財調査

当該年度

●市道山王下飯野線道路改良事業に伴う埋蔵文化財発掘調査業務委託（8,401,320円）
●市道山王下飯野線道路改良事業に伴う埋蔵文化財発掘調査業務委託（16,200,000円）（R元年度へ繰越）

翌年度以降

事

業

費

合　計 8,401 30,074 26,723

内　訳

委託料 8,401 委託料 22,529 補償補填及び賠償金 19,278

公有財産購入費 7,500 公有財産購入費 4,131

需用費 5 役務費 307

旅費 40 委託料 3,002

その他 5

－ 2

平成28年度

用地取得・物件補償 件 － 1 3

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

埋蔵文化財調査業務委託 件 1 1

0 0

事
業
成
果

成果目標 　富津市の道路網を整備し、定住・観光・産業の振興を図るため、計画期間内での完成を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
1

道路改良工事 件 －

社会資本整備総合交付金（H29まで国55％、H30から国50％）

繰越金

事業の自己評価 　国の交付金の配分が計画通りになるように、関係機関や千葉県と連絡を密にして事業を推進する。

平成28年度

道路の完成 路線 0
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25,270

16,000

その他特財 8,587

（内容）

財

源

合計 26,791 9,193 50,270

国庫支出金 14,260 5,049 9,000

（内容）

地方債

一般財源 3,944 4,144

科　　目 款 8 土木費 項 2 道路橋梁費 目 3 道路新設改良費

事 業 名 市道下飯野線整備事業 担当課 建設課

目　　的
　当該路線の整備により、市役所本庁舎や消防防災センター等の公共施設と富津市域とのアクセス性が向上し、県道
の交通分散化による渋滞緩和と防災機能の強化を図る。

事

業

概

要

～ 令和 4 年度

　市道下飯野線整備事業　L=1,870ｍ　W=11.5ｍ
●社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業）
　H29年度から社会資本整備総合交付金（道路事業）
　H24年度　　　道路詳細設計・地質調査業務
　H25年度　　　用地測量・土地評価・不動産鑑定・物件調査
　H26年度　　　用地取得
　H27年度　　　土地評価・不動産鑑定・物件調査・用地取得・物件補償・道路改良工事
　H28～30年度　用地取得・物件補償・道路改良工事
　R元年度以降　用地取得・道路改良工事

施行済

全体計画 計 画 期 間 平成 25 年度

用地取得・物件補償・道路改良工事

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

道路詳細設計・地質調査・用地測量・土地評価・不動産鑑定・物件調査・用地取得・物件補償・道路改良工事

当該年度
●用地取得　876,288円、市道下飯野線道路改良工事　7,506,000円、市道下飯野線道路改良（その2）工事　8,402,400円、
  市道下飯野線舗装工事　9,828,000円

●市道下飯野線道路改良（その3）工事　6,134,400円、市道下飯野線舗装工事　8,715,600円（R元年度へ繰越）

翌年度以降

事

業

費

合　計 26,791 9,193 50,270

内　訳

工事請負費 25,736 工事請負費 9,180 工事請負費 44,457

公有財産購入費 876 旅費 13 公有財産購入費 3,954

需用費 1 委託料 276

委託料 178 補償補填及び賠償金 1,574

その他 9

平成28年度

用地取得 千円 876 － 3,954

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

道路改良工事 千円 25,736 9,180

0 0

事
業
成
果

成果目標 　富津市の道路網を整備し、定住・観光・産業の振興を図るため、計画期間内での完成を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
44,457

繰越金

事業の自己評価 　国の交付金の配分が計画通りになるように、関係機関や千葉県と連絡を密にして事業を推進する。

平成28年度

道路の完成 路線 0
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その他特財 2,900

（内容）

財

源

合計 47,999 12,042 0

国庫支出金 23,999 6,021

（内容）

地方債 21,100

一般財源 6,021

科　　目 款 8 土木費 項 2 道路橋梁費 目 3 道路新設改良費

事 業 名 市道小久保岩瀬線整備事業 担当課 建設課

目　　的
　当該箇所の幅員狭隘区間を解消することにより、市役所周辺へのアクセス性が高まり市役所本庁舎や消防防災セン
ター等の公共施設を拠点とした整備効果を広域に及ぼし、また、防災安全の向上を図る。

事

業

概

要

～ 令和 2 年度

　市道小久保岩瀬線整備事業　L=590ｍ　W=14.5ｍ
　※H29年度から地方創生道整備推進交付金

　H24年度　　道路詳細設計・地質調査業務・用地測量
　H25年度　　土地評価・不動産鑑定・物件調査・用地取得・物件補償
　H26年度　　用地取得
　H29年度　　埋蔵文化財調査・道路改良工事
　H30年度　　道路改良工事
　R元年度　　道路改良工事
　R2年度 　　道路改良工事

施行済

全体計画 計 画 期 間 平成 25 年度

道路改良工事

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

道路詳細設計・地質調査業務・用地測量・土地評価・不動産鑑定・物件調査・用地取得・物件補償

当該年度

●市道小久保岩瀬線道路改良工事　47,520,000円
●市道小久保岩瀬線に伴う運搬工事　 479,520円

翌年度以降

事

業

費

合　計 47,999 12,042 0

内　訳

工事請負費 47,999 委託料 12,042

平成28年度

埋蔵文化財発掘調査 件 1

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

工事実施 件 1

0 0

事
業
成
果

成果目標   富津市の道路網を整備し、定住・観光・産業の振興を図るため、計画期間内での完成を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

地方創生道整備推進交付金（国1/2）

繰越金

事業の自己評価 　国の交付金の配分が計画通りになるように、関係機関や千葉県と連絡を密にして事業を推進する。

平成28年度

道路の完成 路線 0
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16,192

その他特財 5,324 3,728

（内容）

財

源

合計 18,526 114,135 35,982

国庫支出金 10,188 62,769 19,790

（内容）

地方債 25,400

一般財源 3,014 22,238

科　　目 款 8 土木費 項 2 道路橋梁費 目 5 橋梁維持費

事 業 名 橋梁長寿命化修繕事業 担当課 建設課

目　　的
　本計画は、定期点検による橋梁の状態の把握、予防的な修繕および計画的な架け替えを着実に進め、橋梁の長寿命
化と橋梁の修繕・架け替えに係る費用の縮減を図りつつ、重要な道路ネットワークの安全性・信頼性を確保すること
を目的とする。

事

業

概

要

～ 令和 4 年度

　富津市橋梁長寿命化修繕計画に基づき、社会資本整備総合交付金（防災・安全交付金）を活用し、計画的な維持修繕等の実施に
より橋梁の長寿命化を図る。

※橋梁長寿命化修繕計画：補修の優先順位を決め、修繕費を試算し、修繕費の平準化を図る計画

施行済

全体計画 計 画 期 間 平成 25 年度

　橋梁長寿命化修繕計画業務委託
　橋梁修繕業務委託、橋梁修繕工事

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

　富津市道の橋梁点検（5年毎）1回
　橋梁長寿命化修繕計画（5年毎）1回
　橋梁修繕業務委託　2件　　橋梁修繕工事　4橋

当該年度

　富津市橋梁長寿命化修繕計画策定（11,830,400円）H29より繰越
　市道海岸線（海岸橋）補修設計業務委託（6,696,000円）H29より繰越

翌年度以降

事

業

費

合　計 18,526 114,135 35,982

内　訳

委託料 18,526 工事請負費 62,797 工事請負費 32,610

委託料 51,115 委託料 2,376

補償補填及び賠償金 223 補償補填及び賠償金 996

1/1 －

平成28年度

橋梁修繕詳細設計 橋 1/1 － －

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

現況測量、地質調査 箇所 － －

1/1 －

事
業
成
果

成果目標
　富津市の橋梁の長寿命化と橋梁の修繕、架け替えに係る費用の縮減を図りつつ、重要な道路ネットワークの安全
性、信頼性を確保するため、計画期間内での整備を成果指標とする。
　また、事業完了後、満足度等のアンケート調査を実施する。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
－

補修工事 橋 －

社会資本整備総合交付金（防災・安全交付金）

繰越金

事業の自己評価
　平成26年3月31日国土交通省令第39号により、5年ごとの近接目視による点検が義務づけられたことから、点検結果
をふまえ緊急度等を考慮し橋梁を選定し、防災・安全交付金を活用すべく社会資本総合整備計画に盛り込み、引き続
き長寿命化を進めていくこととなる。

平成28年度

補修完了 橋 －
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1,836

その他特財

（内容）

財

源

合計 12,296 10,824 1,836

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 12,296 10,824

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 5 火葬場費

事 業 名 広域火葬場整備事業 担当課 環境保全課

目　　的
　木更津市、君津市、富津市及び袖ケ浦市による広域火葬場の整備を行い、４市広域によるスケールメリットを活か
した効率的・効果的な火葬場の共同運営を行う。

事

業

概

要

～ 令和 4 年度

※広域火葬場整備事業の事業概要
　（事業主体)  　　木更津市
　（事業手法）　　 ＰＦＩ事業
　（建設候補地） 　木更津市大久保840番地3　他（現木更津市火葬場の敷地及び隣接地）
　（供用開始年度） 令和4年度中

　平成28年度  　基本構想策定・ＰＦＩ導入可能性調査委託
　平成29年度  　現況測量業務委託、境界測量業務委託、環境影響調査業務委託、基本計画策定業務委託等
　平成30年度　　現況路線測量、道路設計、測量業務(市道234-2号線)、ＰＦＩｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ業務委託等
　令和元年度　　基本設計、実施設計、新火葬場造成工事等、新火葬場周辺市道整備事業
　令和2～4年度　新火葬場造成工事、新火葬場建設工事等、新火葬場周辺市道整備事業

施行済 Ｈ28年度～29年度

全体計画 計 画 期 間 平成 28 年度

・設計・建設モニタリング業務(ＰＦＩモニタリング業務)　　1,289,062円　※令和5年度までの長期継続契約を予定
　市道234-2号線整備事業道理詳細設計業務委託等　　　　 　7,500,000円
・新火葬場周辺市道整備事業、新火葬場造成工事、新火葬場建設工事等

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

・基本構想策定・ＰＦＩ導入可能性調査委託　　1,836,000円
・現況測量業務委託、境界測量業務委託、環境影響調査業務委託、基本計画策定業務委託等　  10,823,606円

当該年度 平成30年度

・現況路線測量(工事用道路)、道路設計(工事用道路)、測量業務(市道234-2号線)、ＰＦＩｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ業務委託等
　12,295,667円

翌年度以降 令和元年度～

事

業

費

合　計 12,296 10,824 1,836

内　訳

負担金補助及び交付金 12,296 負担金補助及び交付金 10,824 負担金補助及び交付金 1,836

平成28年度

構成４市担当部課長会議等の開催数 回 8 14 10

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
成
果

成果目標
４市広域火葬場の整備を行い、スケールメリットを活かした効率的・効果的な火葬場の共同運営を目的とし事業を進
め、令和４年度中の稼働を目指す。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

事業の自己評価

　本事業は、平成28年度から事業主体である木更津市に新たに「火葬場建設準備室」を設置し、各市より職員の派遣を行い事業
を進めている。今後、PFI事業者が選定され、令和４年度中の稼働を目途に、４市協力のもと事業に取り組んでいく必要があ
る。
　平成29年度には、施設整備費及び管理運営費の負担割合が4市間でまとまったため、今後は建設地である木更津市の地元対策
費等について協議を進めなければならない。

平成28年度
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その他特財

（内容）

財

源

合計 464 0 0

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 464

科　　目 款 4 衛生費 項 2 清掃費 目 2 塵芥処理費

事 業 名 第2期君津地域広域廃棄物処理施設整備事業 担当課 環境保全課

目　　的
 廃棄物処理施設を整備し、市内で発生する一般廃棄物等の適正な処理を行うとともに、広域整備によるスケールメ
リットを活かした効率的・効果的な運営を行い、事業費の低減を目指す。

事

業

概

要

～ 令和 8 年度

※第2期君津地域広域廃棄物処理施設整備事業の事業概要
　（事業主体)  　　木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市、鴨川市、南房総市及び鋸南町
　（事業手法）　　 ＰＦＩ事業
　（建設候補地） 　君津市、富津市及び袖ケ浦市の3市内から選定
　（供用開始年度） 令和9年度

　平成30年度  　基本構想策定・地域計画策定業務、施設整備基本計画策定業務
　令和元年度  　君津地域広域廃棄物処理事業に係るアドバイザリー業務
　令和2年度　　 ＰＦＩ事業契約締結
　令和2～4年度　環境影響評価業務
　令和5～8年度　廃棄物処理施設建設工事

施行済

全体計画 計 画 期 間 平成 30 年度

・整備運営事業選定委員会、君津地域広域廃棄物処理事業に係るアドバイザリー業務　　2,197,092円(令和元年度)
・環境影響評価業務(約３ヶ年）
・廃棄物処理施設建設工事（用地測量、設計、建設施工等）

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

当該年度 平成30年度

・基本構想策定
・木更津市に廃棄物処理事業準備室を設置（平成30年10月1日）
・地域計画策定業務、施設整備基本計画策定業務委託等　463,229円

翌年度以降 令和元年度～

事

業

費

合　計 464 0 0

内　訳

負担金補助及び交付金 464

平成28年度

構成6市1町担当部課長会議等の開催数 回 22 13 7

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
成
果

成果目標
　令和9年度に第2期広域廃棄物処理施設を稼働させ、安定したごみ処理を行う。
　なお、現時点においては事業の目標を数値化することは困難である。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

事業の自己評価

　本事業は、木更津市桜井町内会連合会及び木更津漁業協同組合ほか６組合との協定により、令和8年度末をもって操業を終了
することとなっており、非常に厳しいスケジュールのなか、事業を進めなければならない。
　本年度から次年度に向けて、ＰＦＩ事業に伴う手続きにより、事業者の選定及び事業契約を予定しており、構成６市１町協力
のもと事業に取り組んでいく必要がある。

平成28年度
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5,505

9,400

その他特財

（内容）

財

源

合計 4,015 8,388 14,905

国庫支出金

（内容）

地方債 3,100 3,700

一般財源 915 4,688

科　　目 款 4 衛生費 項 3 上水道費 目 1 上水道費

事 業 名 君津広域水道企業団関係費 担当課 企画課

目　　的
　君津地域等における水道用水供給事業の経営に関する事務を共同処理している君津広域水道企業団に対し、負担
金及び出資金を支出することで、君津４市の市営水道に対して水道用水を安定供給する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

①君津広域水道企業団負担金・・・253,000円
（内訳）
　・稼動資産に係る繰出（利息分）　　　　　　　　　　 23,000円
　・児童手当に係る経費の繰出（収益的収支に係る分）　230,000円

②君津広域水道企業団出資金・・・3,762,000円
（内訳）
　・災害対策に係る出資（耐震化事業）             3,100,000円
　・稼動資産に係る繰出（元金分）　　　　　　　　　 627,000円
　・児童手当に係る経費の繰出（資本的収支に係る分）　35,000円

事

業

費

合　計 4,015 8,388 14,905

内　訳

投資及び出資金 3,762 投資及び出資金 8,108 投資及び出資金 14,503

負担金補助及び交付金 253 負担金補助及び交付金 280 負担金補助及び交付金 402

平成28年度

年間総給水量（全体） 49,554,248 49,750,768 49,005,989

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

年間総給水量（富津市） 5,228,940 5,233,527

100.50 99.15

事
業
成
果

成果目標 　用水供給事業に係る供給率を成果指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
5,162,660

事業の自己評価

　近年の「安定給水の危機」、「技術継承の危機」、「経営の危機」の3つの課題を解決するため、構成団体により君津地域
水道事業統合協議会を設置し、統合・広域化の検討を進めた結果、平成29年10月に「君津地域水道事業統合広域化基本計画」
について合意に達し、同月に4市水道事業の統合、水道事業と用水事業の経営の一体化を行う「君津地域水道事業の広域化に
関する基本協定」を締結した。その後、平成31年1月に「かずさ水道広域連合企業団」を設立し、当該基本計画に従い同年4月
から当該企業団による水道事業と用水事業を開始した。

供給率（富津市） ％ 98.75 98.84 97.50

平成28年度

供給率（全体） ％ 98.51
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その他特財

（内容）

財

源

合計 1,747 0 0

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 1,747

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 4 企画費

事 業 名 移住・定住促進事業（地域おこし協力隊関係等） 担当課 企画課

目　　的
　人口減少及び高齢化が進行している本市において、地域外の人材を積極的に活用し、地域の活性化に必要な施策を
推進するとともに本市への移住及び定住を促進する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●地域おこし協力隊関係費
　①地域おこし協力隊報償費・・・1,211,350円
　　・地域おこし協力隊員　　鹿野　光久氏
　　・委嘱期間　　　　　　　平成30年7月23日～平成31年3月31日
　　・勤務条件　　　　　　　活動時間　7時間45分/日
　　　　　　　　　　　　　　活動日数　20日/月
　　・報償金　　　　　　　　月額166,000円（1箇月の活動日数が20日に満たない場合は、1日当たり8,300円
　　　　　　　　　　　　　　の日割計算）
　　・活動実績　　　　　　　・北部ビジネスビューローの運営業務
　　　　　　　　　　　　　　　ビューロー来訪者への対応、ビューロー内の施設及び備品の管理　等
　　　　　　　　　　　　　　・情報発信業務
　　　　　　　　　　　　　　　オール富津情報交流センター(AFICC)ホームページの充実、富津市地域情報
　　　　　　　　　　　　　　　総合プラットフォームシステム（LIIPS）の見直し、横須賀観光案内所への
　　　　　　　　　　　　　　　「フッツアー」配架　等
　　　　　　　　　　　　　　・市内企業合同説明会及び就職説明会、富津市商工祭、房総横断トレイルラン
　　　　　　　　　　　　　　　等の各種イベントに係る業務、各種会議への出席　等

　②地域おこし協力隊活動費補助金・・・520,971円
　（内訳）
　　・住宅の借上に要する経費　　　　　　　　　　　　 452,903円
　　・活動経費、移動等に要する経費　 　　　　　　　　 46,860円
　　・作業道具、消耗品等に要する経費　　　　　　　　　10,208円
　　・関係者との意見交換会、活動報告会等に要する経費　11,000円

●その他の経費
　・普通旅費・・・14,800円
　　市町村移住・定住施策担当者研修会、全国研修会・地域おこし協力隊等推進会議（関東ブロック）　等

事

業

費

合　計 1,747 0 0

内　訳

報償費 1,211

負担金補助及び交付金 521

旅費 15

平成28年度

活動日数 日 147 － －

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

会議・イベント参加数 回 35 －

－ －

事
業
成
果

成果目標 　本市への移住及び定住に関する相談件数を成果指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
－

事業の自己評価

　本年度は、オール富津情報交流センター（AFICC)が平成28年度に国の地方創生加速化交付金を活用して立ち上げた「富津市観
光・しごと・移住推進プロジェクト」に従事し、上記事業内容に記載の活動を行った。同プロジェクトの課題であった情報発信
業務において、その解決に取り組み、改善するなどの実績をあげた。隊員の活動意欲は非常に高く、同プロジェクト推進のため
のスキルも有しているとともに、市やAFICCとのコミュニケーションも積極的に取るなど、隊員としての評価が高いことから、
次年度も引き続き隊員を委嘱し、活動してもらう。

平成28年度

移住及び定住に関する相談件数 件 4
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161,418

その他特財 100

（内容）

財

源

合計 162,106 155,548 161,418

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 162,006 155,548

科　　目 款 4 衛生費 項 2 清掃費 目 2 塵芥処理費

事 業 名 収集事業 担当課 環境保全課

目　　的
　一般廃棄物（ごみ）の適正な処理を目的として、分別収集を実施することにより、ごみの減量及び資源化を促進
し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的としている。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

1　概　要　富津市一般廃棄物実施計画に基づき、ごみ収集を行い、環境センター及びかずさクリーンシステム
　　　　　 並びに指定された搬入先までの運搬を実施する。
2　業　務　●指定収集袋製造業務委託・・・可燃ごみ専用20 ・30 、不燃ごみ専用30 、資源ごみ専用30 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 容器包装プラスチック45 の製造
　　　　　 ●ごみ収集運搬業務委託・・・・市内3地区のごみ集積場に排出された一般廃棄物の収集運搬
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成26年10月1日から平成31年9月31日まで）5ヶ年長期継続契約
　　　 　　●資源ごみ収集運搬業務委託・・市内3地区のごみ集積場に排出された紙類・繊維類の収集運搬
3　事業費
　　　　　 ●需用費　　　  　1,620,030円（消耗品費293,500円、燃料費532,343円、修繕料794,187円）
　　　　　 ●役務費　　　　　5,241,012円（指定収集ごみ袋売捌き手数料　5,168,092円、保険料72,920円）
　　　　 　●委託料　　  　149,141,843円（ごみ収集運搬業務委託、資源ごみ収集運搬業務委託、犬猫等動物死骸
　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　収集運搬業務委託333,720円、指定収集袋製造業務委託11,813,471円、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  指定収集袋保管配送業務委託3,208,572円）
　　　　 　●使用料及び賃借料
　　　　　　　　　　　　　   　134,136円（車両借上料134,136円）
　　　　　 ●備品購入費　    5,907,600円（２ｔパッカー車購入5,907,600千円）
　　　　　 ●公課費　　　　 　　61,200円（自動車重量税61,200円）

事

業

費

合　計 162,106 155,548 161,418

内　訳

委託料 149,142 委託料 148,831 委託料 149,550

備品購入費 5,908 役務費 5,161 役務費 5,517

需用費 1,620 公課費 67 需用費 1,443

役務費 5,241 需用費 1,489 備品購入費 4,792

公課費 116その他 195

2,478,000 2,356,000

平成28年度

ごみ収集運搬量 トン 8,939 9,128 9,292

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

資源ごみ（紙類・繊維類）収集量 トン 470 502

△188 △415

事
業
成
果

成果目標 　指定収集袋制により、ごみの分別の意識を高めるとともに、ごみの減量、資源化の向上させる。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
526

指定収集ごみ袋製造量 枚 2,244,000

雑入（粗大ごみ専用車両対物賠償）

事業の自己評価
　ごみの収集量は前年度より削減ができた。今後の課題は、ごみ集積場の管理についての協力、不適正排出物をな
くすための啓発など必要

平成28年度

ごみの削減量 トン △221

3,772.33 296.44 193.44 111.23 4,373.44 14.25 44,712,000 

2,171.60 176.00 136.11 77.62 2,561.33 8.34 33,048,000 

1,699.60 141.73 104.85 57.28 2,003.46 6.52 44,064,000 

7,643.53 614.17 434.40 246.13 8,938.23 29.11 121,824,000 

②資源ごみ（紙類・繊維類）収集運搬業務委託（96日）

①ごみ収集運搬業務委託(307日）

種別 可燃
ごみ

資源
ごみ

不燃
ごみ

プラ
ごみ

合計
収集量（ｔ）

1日平均
収集量（ｔ）

委託料（円）
地区
富津地区

大佐和地区

天羽地区

計

収集量（ｔ） 1日平均収集量（ｔ） 委託料（円）

470.21 4.90 11,962,080
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その他特財

（内容）

財

源

合計 432 253 311

国庫支出金 371 249 311

（内容）

地方債

一般財源 61 4

科　　目 款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 6 農地費

事 業 名 多面的機能支払交付金事業（推進事業） 担当課 農林水産課

目　　的 　多面的機能支払交付金事業を円滑に推進する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

　多面的機能支払交付金事業を行うために必要な資料作成及び確認事務を委託する。

●旅費　　　　　　　　　　　　　　3,360円
●消耗品費　　　　　　 　　　　　27,585円
●協定農用地確認調査業務委託　　400,680円
　・件名　　：平成30年度多面的機能支払交付金に係る現地確認及び認定農用地・保全対象施設の
　　　　　　　確認野帳、確認用図面作成業務委託
　・受注者　：千葉県土地改良事業団体連合会
　・委託場所：多面的機能支払交付金事業実施組織2地区（長崎、大川崎）
　・委託内容：図面作成業務　2地区

事

業

費

合　計 432 253 311

内　訳

委託料 401 委託料 248 委託料 296

需用費 28 旅費 5 需用費 9

旅費 3 旅費 6

平成28年度

協定農用地図面作成 地区 2 1 －

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

協定農用地確認調査 地区 2 1

事
業
成
果

成果目標
　本事業は多面的機能支払交付金事業を行うに当たり必要な図面作成や現地確認作業を行うものであり、目的と事
業の性質から具体的な指標の設定は困難。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
4

多面的機能支払推進交付金　　国全額補助

事業の自己評価 　多面的機能支払交付金事業を円滑に推進するために必要な業務である。

平成28年度
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1,887

その他特財

（内容）

財

源

合計 8,653 6,981 7,548

国庫支出金 6,490 5,236 5,661

（内容）

地方債

一般財源 2,163 1,745

科　　目 款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 6 農地費

事 業 名 多面的機能支払交付金事業（農地維持支払交付金） 担当課 農林水産課

目　　的
　農業者等による組織が取り組む、水路の泥上げや農道の路面維持等の地域資源の基礎的保全活動や農村の構造変
化に対応した体制の拡充・強化等、多面的機能を支える共同活動を支援する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

　多面的機能支払交付金（農地維持等）・・・多面的機能を支える共同活動の支援。

●農地維持支払交付金　　8,653,200円
　交付地区
　12地区(湊東部,竹岡西部,大田和,西川,下花香谷,山脇,関山,谷田皿引,関,長崎,大川崎,加藤)
　・対象農用地　29,837a（田　26,787a　 畑　3,050a）

事

業

費

合　計 8,653 6,981 7,548

内　訳

負担金補助及び交付金 8,653 負担金補助及び交付金 6,981 負担金補助及び交付金 7,548

平成28年度

活動団体数(農地維持等) 団体 12 9 10

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

24,200 26,581

事
業
成
果

成果目標 　活動団体が増えることにより、農村環境の良好な保全ができるため、活動面積（農地）を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

多面的機能支払交付金(農地維持等)　国1/2　県1/4

事業の自己評価 　現在活動している団体の継続（高齢化・過疎化）や新規活動団体の増加を図る必要がある。

平成28年度

活動面積(農地維持等) a 29,837
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1,258

その他特財

（内容）

財

源

合計 6,034 4,954 5,034

国庫支出金 4,526 4,577 3,776

（内容）

地方債

一般財源 1,508 377

科　　目 款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 6 農地費

事 業 名 多面的機能支払交付金事業（資源向上支援交付金） 担当課 農林水産課

目　　的
　農業者等による組織が取り組む、水路の泥上げや農道の路面維持等の地域資源の基礎的保全活動や農村の構造変
化に対応した体制の拡充・強化等、多面的機能を支える共同活動を支援する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

多面的機能支払交付金（資源向上支払）・・・地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る共同活動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の支援
●（共同活動）交付金額　4,396,500円
　交付地区
　12地区(湊東部,竹岡西部,大田和,西川,下花香谷,山脇,関山,谷田皿引,関,長崎,大川崎,加藤)
　対象農用地　30,121a（田　26,787a　 畑　3,050a　草地　284ａ）

●（施設の長寿命化のための活動）交付金額　1,637,876円
　交付地区
　3地区（下花香谷、谷田皿引、関）
　対象農用地　4,042a（田　3,678a　　畑　364a）

事

業

費

合　計 6,034 4,954 5,034

内　訳

負担金補助及び交付金 6,034 負担金補助及び交付金 4,954 負担金補助及び交付金 5,034

平成28年度

活動団体数（共同活動） 団体 12 9 10

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

活動団体数（施設の長寿命化のための活動） 団体 3 3

24,200 26,581

事
業
成
果

成果目標 　活動団体が増えることにより、農村環境の良好な保全ができるため、活動面積（農地）を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
2

多面的機能支払交付金(農地維持等)　国1/2　県1/4

事業の自己評価 　現在活動している団体の継続（高齢化・過疎化）や新規活動団体の増加を図る必要がある。

活動面積（施設の長寿命化のための活動） a 4,042 4,042 2,721

平成28年度

活動面積（共同活動） a 29,873
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12,276

その他特財

（内容）

財

源

合計 24,577 18,511 23,490

国庫支出金 12,293 8,764 11,214

（内容）

地方債

一般財源 12,284 9,747

科　　目 款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 3 農業振興費

事 業 名 農作物被害対策事業（有害鳥獣捕獲事業） 担当課 農林水産課

目　　的 　野生鳥獣（イノシシ、サル、シカ等）を捕獲駆除し、農林作物の被害を軽減する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●報酬（有害被害対策実施隊員）　　74,000円（民間隊員３名分）
●旅費　　　3,360円
●有害鳥獣を捕獲駆除するために、富津市有害鳥獣対策協議会に業務を委託する。
　１．履行期間　　　自　平成30年4月1日　至　平成31年3月31日
　２．業務委託料　　24,500,000円
　３．業務内訳
　　　・捕獲駆除数
　　　　イノシシ　2,662頭
　　　　シカ　　　　973頭
　　　　サル　　　 　98頭
    　　キョン     　23頭
    　　アライグマ　393頭
  　  　タヌキ    　121頭
   　 　ハクビシン　177頭
   　 　カラス    　 80羽
   　 　カモ       　39羽
   　 　スズメ    　315羽
   　 　カワウ     　20羽
　　　・一斉駆除
　　　・パトロール
　　　・捕獲隊保険料
　　　・捕獲隊事務費
　　　・消耗品費

事

業

費

合　計 24,577 18,511 23,490

内　訳

委託料 24,500 委託料 18,420 委託料 23,400

報酬 74 報酬 72 報酬 72

需用費 3 需用費 9

旅費 3 旅費 16 旅費 9

79 81

平成28年度

駆除頭数（イノシシ） 頭 2,662 1954 3377

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

駆除頭数（シカ） 頭 973 659

25,101 18,183

事
業
成
果

成果目標 　農林作物被害軽減を目的とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
393

駆除頭数（サル） 頭 98

野生獣管理事業補助金　補助率1/2以内

事業の自己評価
　農作物の被害額は年々増加傾向である。特にシカの駆除頭数については極端に増加している傾向であるため注意
が必要である。今後も引き続き捕獲駆除を意欲的に推進していく必要がある。今後の課題は、捕獲後の鳥獣処理で
ある。駆除同様に今後は処理場の検討もしていく必要がある。

平成28年度

農林作物の被害額 千円 21,371
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635

その他特財

（内容）

財

源

合計 65,353 41,863 31,382

国庫支出金 65,176 41,028 30,747

（内容）

地方債

一般財源 177 835

科　　目 款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 3 農業振興費

事 業 名 農作物被害対策事業（鳥獣被害防止総合対策交付金） 担当課 農林水産課

目　　的 　野生鳥獣（イノシシ、サル、シカ等）を捕獲駆除し、農林作物の被害を軽減する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

　野生鳥獣被害防止のために、富津市有害鳥獣対策協議会で防護柵等を購入をする。

●推進交付金・・・協議会で購入し地区に貸出、イノシシに対する捕獲支援金　　　16,753,280円
　・イノシシ用箱罠　13基
　・捕獲支援事業　（成獣）2,662頭、
●整備交付金・・・要望者に対し防護柵を支給し要望者が設置を行う。　　　　　　48,600,000円
  ・電気防護柵　　　　　 6,819ｍ
　・ワイヤーメッシュ柵　36,181ｍ
　・金網柵               3,775ｍ

事

業

費

合　計 65,353 41,863 31,382

内　訳

負担金補助及び補助金 65,353 負担金補助及び補助金 41,863 負担金補助及び補助金 31,382

平成28年度

侵入防止柵設置延長 ｍ 46,775 21,643 31,679

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

捕獲檻設置数 箇所 13 31

25,101 18,183

事
業
成
果

成果目標 　農林作物被害軽減を目的とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
12

鳥獣被害防止総合対策交付金

事業の自己評価
　農作物の被害額は年々増加傾向であり、農林作物被害者の防護柵要望額も増加傾向にある。補助金の交付金額が
要望額に満たないため、要望どおり防護柵の設置を行えていない状況である。
　今後は、国・県の補助金交付要綱に定める対象区域以外の被害防止のための防護柵整備を検討する。

平成28年度

農林作物の被害額 千円 21,317
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9

その他特財

（内容）

財

源

合計 7 35 17

国庫支出金 3 17 8

（内容）

地方債

一般財源 4 18

科　　目 款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 3 農業振興費

事 業 名 農作物被害対策事業（狩猟免許促進事業） 担当課 農林水産課

目　　的 　野生鳥獣（イノシシ、サル、シカ等）を捕獲駆除し、農林作物の被害を軽減する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●有害鳥獣の捕獲駆除に従事する方へ狩猟免許取得費の補助をする。　6,666円
　・補助対象者　　1名
　・補助対象経費　10,000円
　・補助率　　　　県1/3、市1/3（申請者自己負担1/3）※上限額10,000円（1人当り）
　・補助金額　　　10,000円×2/3≒6,666円

事

業

費

合　計 7 35 17

内　訳

負担金補助及び補助金 7 負担金補助及び補助金 35 負担金補助及び補助金 17

平成28年度

狩猟免許取得者 人 1 4 2

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

25,101 18183

事
業
成
果

成果目標
　狩猟免許取得者数が増加すれば、有害鳥獣駆除数の増加や駆除地域の拡大が可能になるので、農作物被害額の軽
減を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

狩猟免許取得促進事業補助金　県1/3

事業の自己評価

　現在、県・市の補助金を使用しての免許取得者は少数であり、有害鳥獣捕獲事業を住民に周知すること及び捕獲
環境（処分場等）を改善することにより、駆除捕獲従事者の増加を図る。
　人口の減少、高齢化により捕獲従事者（担い手）不足が課題になるので、担い手育成のための新たな支援が必要
であると考える。

平成28年度

農林作物の被害額 千円 21,317
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714

その他特財

（内容）

財

源

合計 728 760 714

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 728 760

科　　目 款 10 教育費 項 5 保健体育費 目 1 保健体育総務費

事 業 名 ふれあいスポーツフェスタ事業 担当課 生涯学習課

目　　的
　市民の手づくりによる、新しい発想と視点のもとに事業を実施し、スポーツによる体力づくり、健康づくり及び
市民交流の場を創出する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

ふれあいスポーツフェスタ事業交付金　728,294円

実行委員会　6回開催
　実行委員は、市内の体育関係団体、教育関係団体、文化・社会教育関係団体等の各団体から選出された市民

ふれあいスポーツフェスタ2018実施内容（開催日：平成30年10月8日）
　体力測定、ストラックアウト、サッカーキックターゲット、ドッジボール、輪投げ、玉入れ
　長なわとび、100ｍ・800ｍ・1500ｍ・4×100ｍリレー、グラウンド・ゴルフ、
　連合婦人会の踊り、赤十字奉仕団 非常時グッズ制作、アトラクション、ＰＲ活動等
　フォトコンテスト

事

業

費

合　計 728 760 714

内　訳

負担金補助及び交付金 728 負担金補助及び交付金 760 負担金補助及び交付金 714

平成28年度

参加者数 人 2,287 2,289 2,374

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

実行委員会会議開催数 回 6 8

2,289/3,000 2,374/3,000

事
業
成
果

成果目標
　スポーツの楽しさを体験し、運動習慣のきっかけづくりや、市民・スポーツ愛好者の交流場を創出するため、競
技等の内容やプログラム、周知方法を実行委員会で検討し、イベント内容の充実と多くの市民の参加を促す。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
7

事業の自己評価

　市の大きなイベントとして認知されているため、一定の参加者数は確保できるが、地区により参加者のばらつき
がある。
　イベント内容の一層の充実を図り、多くの市民の参加を促すとともに、実施内容の見直しを行ってから18年を経
過し、社会環境も変化していることから、大幅な見直しを検討する必要もある。

平成28年度

参加者数 2,287/3,000

630,172円

65,394円

29,160円

3,568円

728,294円

大会費（テント設置他）

消耗品費

印刷費

通信運搬費

合　　　計

参加者数等

参加者 大会従事者等 ｱﾄﾗｸｼｮﾝPR 合　計

人　数 1,765 303 219 2,287
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815

その他特財 300 3

（内容）

財

源

合計 3,370 2,815 815

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 3,070 2,812

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 1 児童福祉総務費

事 業 名 子育て応援きずな事業 担当課 子育て支援課・福祉の窓口課

目　　的
　子育てに関する相談を受ける窓口を整備し、切れ目のない支援を展開し、孤立化しやすい保護者の負担感の解消
を図る。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

「子育ての話何でも聴きます窓口」を設置し、相談受付を行う。
　月曜日から金曜日の午前8時30分～午後5時15分開設
　月・木：家庭相談員　火：家庭教育指導員　水・金：母子・父子自立支援員　月～金：臨時職員1人配置
●報酬【福祉の窓口課】
　家庭相談員1人　60,000円/月×12ヶ月＝720,000円
　次に掲げる事項について、専門的技術を必要とする相談指導の業務を行う。
　(１)　児童の福祉に関し必要な実情の把握に関すること。
　(２)　児童の福祉に関する事項について相談に応じ、必要な調査指導を行うこと。
　(３)　家庭における児童養育に関する正しい知識、技術の普及に関すること。
　(４)　その他家庭児童の福祉に関すること。
●賃金【子育て支援課】
　子育ての話何でも聴きます窓口対応　臨時職員1人[7時間45分]
　1,953,469円＋通勤費68,100円＝2,021,569円
●旅費【福祉の窓口課】
　家庭相談員1人の通勤費及び研修旅費　86,620円
・通勤費（12ヶ月分）30円/km×28km×2回/週×47週＝78,960円、研修旅費　7,660円
●需用費【印刷製本費：子育て支援課、消耗品費：福祉の窓口課】
・印刷製本費　39,150円（ステッカー作成）
・消耗品費　　56,552円（虐待防止啓発リーフレット：49,680円、書籍：2,808円、配布用物品：4,064円）
●委託料【子育て支援課】
　指定収集袋製造業務等委託料　142,301円（新生児支給用可燃ゴミ専用袋　400枚×90箱）
●負担金補助及び交付金
【福祉の窓口課】
・県家庭児童相談室連絡協議会負担金　0円、諸会議負担金　0円
　※平成29年度末に千葉県家庭児童相談室連絡協議会が解散したため。
【子育て支援課】
・赤ちゃん休憩室設置費補助金　300,000円（イオンモール富津店　ベビーシート増設）
・ファミリーサポートセンター利用促進事業補助金　4,000円（富津市社会福祉協議会　500円×8件）

事

業

費

合　計 3,370 2,815 815

内　訳

賃金 2,022 賃金 1,793 報酬 720

報酬 720 報酬 720 旅費 87

委託料 142 旅費 95

負担金補助及び交付金 304 備品購入費 137 負担金補助及び交付金 8

その他 70その他 182

18 19

平成28年度

「子育ての話何でも聴きます」窓口受付件数 件 7 33 －

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

家庭相談員が受けた相談の延件数 件 98 83

38.2 －

事
業
成
果

成果目標
　切れ目のない支援を展開するためには、「子育ての話何でも聴きます窓口」の認知が高まることが重要と考える
ため、認知率を目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
126

家庭相談員が相談を受けた家庭の数 件 32

児童福祉基金繰入金　雑入　（H29年度児童福祉寄附金）

事業の自己評価
　児童家庭相談や児童虐待相談等を通して、家庭における人間関係の健全化及び児童の福祉を促進した。
　しかし、少子化や核家族化の進行に伴う家族構成の変化といった社会状況から相談内容も複雑化、長期化し、困
難なケースが増加しているため、今後も関係機関と連携を図りながら対応していくことが必要である。

平成28年度

「子育ての話何でも聴きます窓口」の認知率 ％ 50.9
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22,044

その他特財 8,800 824

（内容）

財

源

合計 70,986 100,850 83,333

国庫支出金 42,192 63,906 61,289

（内容）

地方債

一般財源 19,994 36,120

科　　目 款 3 民生費 項 2 児童福祉費 目 5 子ども・子育て支援費

事 業 名 子ども・子育て支援事業 担当課 子育て支援課

目　　的
　地域の自主性・創意工夫を尊重しつつ、子ども・子育て支援法に基づき策定した、「富津市子ども・子育て支援
事業計画」を推進し、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ育成される社会を形成することを目的とす
る。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●富津市子ども・子育て会議委員報酬　190,400円　3回開催　延べ28人分　28人×6,800円/回＝190,400円
●会議出席委員費用弁償　　　　　　　 12,510円  3回開催　延べ28人分　12,510円
●講師謝礼                         　10,000円　「マタニティ＆子育てママ・パパのミニ講座」1回　5,000円
　　　　　　　　　　　　　                     放課後児童クラブ支援員向け研修　5,000円
●通信運搬費　　　　　　　　　　　103,884円　子ども・子育て支援支援事業計画ニーズ調査アンケート郵送料
●委託料　　　　　　　　　　　　　8,941,588円　（仮称）地域交流支援センター設置工事設計　　4,644,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査　　　4,297,588円
●地域子育て支援拠点事業補助金　　7,951,000円　センター型・週5日開所子育て支援センター１か所に対する運営費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　もうひとつのお家（社会福祉法人わこう村和光保育園）
●一時預かり事業補助金　　　　　　4,788,440円　富津、大貫保育園、みなと幼稚園　延利用者数　939人
●延長保育事業補助金　　　　　　 10,050,535円　富津、大貫、和光、青堀保育園　　延利用者数　10,489人
●病後児保育事業補助金　　　　　　7,134,000円　富津保育園　　　　　　　　　　　延利用者数　  400人
●放課後児童健全育成事業補助金　 26,971,081円　放課後児童クラブを運営する保護者会等へ補助
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【運営費】3,469,000円　遊び塾・低学年部　284日・年間平均児童数23人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,442,000円　遊び塾・高学年部　284日・年間平均児童数17人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,306,000円　遊輝塾　291日・年間平均児童数23人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　220,666円　遊輝塾Ⅱ　20日・年間平均児童数9人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,647,750円　あおぞら　253日・年間平均児童数3人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,111,562円　虹色キッズ　284日・年間平均児童数20人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,246,000円　さぬキッズ　292日・年間平均児童数11人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,014,000円　きんこく塾　282日・年間平均児童数15人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,929,125円　いいのこどもクラブ　225日・年間平均児童数32人
　　　　　　　　　　　　　　　　　【環境整備費】　662,674円　遊輝塾Ⅱ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　259,402円　あおぞら
　　　　　　　　　　　　　　　　　【キャリアアップ処遇改善費】　496,000円　遊輝塾
　　　　　　　　　　　　　　　　　【送迎支援】　166,902円　きんこく塾
●ファミリーサポートセンター事業補助金　  2,608,712円　富津市社会福祉協議会
●国庫補助金返還金　　　　　　　　2,224,000円　平成29年度子ども・子育て支援交付金交付確定に伴う返還

事

業

費

合　計 70,986 100,850 83,333

内　訳

負担金補助及び交付金 59,504 負担金補助及び交付金 50,841 負担金補助及び交付金 50,827

委託料 8,942 扶助費 43,820 扶助費 31,119

報酬 190 報酬 190 報酬 238

償還金利子及び割引料 2,224 償還金利子及び割引料 5,974 償還金利子及び割引料 1,127

その他 25 その他 22その他 126

663 604

平成28年度

放課後児童クラブ延利用者数 人 1,645 1,259 1,100

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

一時保育、延長保育、病後児保育延利用者数 人 11,828 10,154

196 199

事
業
成
果

成果目標

・出生数　人口動態各年1月～12月
（子育て支援策や子育て環境に対する満足度が高まる⇒安心して子育てできる⇒出生数が増える）
・放課後児童クラブ利用可能小学校区数（総合戦略）
・地域子育て支援センター延利用者数（総合戦略）

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
11,330

管内・管外認定子ども園延児童数（市内児童分） 人 648

子ども・子育て支援交付金　国1/3　県1/3、子どものための教育・保育給付費負担金　国1/2　県1/4

児童福祉基金繰入金・Ｈ29子ども・子育て支援交付金返還金

事業の自己評価

　平成27年3月策定の「富津市子ども･子育て支援事業計画」に量の見込み及び確保方策を定め、これに基づき取り
組んでいるが、民間の担い手が限られていること、ニーズが不均一に点在していることなどから、計画の実施が困
難な状況である。
　官民の役割を見直し、真に富津市の実情にあった支援策を行政で行うことの可能性を検討する。

放課後児童クラブ利用可能小学校区数 区 5 5 4

地域子育て支援センター延利用者数 人 5,236 4,972 8,035

平成28年度

出生数 人 184
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一般財源

財

源

合計 0 0 0

国庫支出金

（内容）

地方債

その他特財

（内容）

事 業 名 保育料第三子以降完全無料化 担当課 子育て支援課

科　　目 款 項 目

目　　的
　保育料の第三子以降完全無料化により、これまで以上に子育て世帯の経済的負担軽減を図り、安心して出産、子
育てができる環境づくりに取り組む。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●保育料第三子以降完全無料化の内容

　要件：入所児童が第三子以降（保護者の所得や兄姉の年齢は問わない）

事

業

費

合　計 0 0 0

内　訳

平成28年度

保育料第三子以降完全無料化実施により無料となった児童数 人 129 107 －

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

1.13

事
業
成
果

成果目標
　第三子以降の子どもにかかる経済的負担軽減を図り、安心して出産、子育てができる環境を整えるため、成果目
標は合計特殊出生率とする。
　（平成31年度目標1.25：富津市人口ﾋﾞｼﾞｮﾝ2040より）

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

事業の自己評価
　入所児童数及び軽減額の増加となったことから、一定の効果があったと考えられる。
　今後も引続き実施していくとともに、他の子育て世帯への支援策の充実を図ることで、安心して出産、子育てが
できる富津市づくりに取組んでいく。

平成28年度

合計特殊出生率 ％ － 1.12

対象児童数(人) 延人数(人) 保護者負担軽減額(円)

123 1,321 35,947,250

公立 43 456 12,745,450

私立 80 865 23,201,800

5 55 1,090,850

1 8 160,000

129 1,384 37,198,100合計

＜ 保育料第三子以降完全無料化による保護者負担軽減額 ＞

区　　　分　

保育所（園）分

管内

　認定こども園分

　地域型保育施設
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29,340

その他特財

（内容）

財

源

合計 46,487 45,100 42,112

国庫支出金 14,248 13,218 12,772

（内容）

地方債

一般財源 32,239 31,882

科　　目 款 10 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

事 業 名 私立幼稚園就園奨励事業 担当課 学校教育課

目　　的 　幼児教育の振興のため、私立幼稚園の設置者に対し、補助金を交付することで保護者の経済的負担を軽減する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●私立幼稚園就園奨励費補助金　296人　46,086,700円
　私立幼稚園設置者を通じて、幼稚園児保護者へ補助を行う。

《団体別内訳》　　　　　　　　　　　　　　《階層別内訳》

●私立幼稚園振興費補助金　2園　       400,000円　　幼稚園の施設修繕、備品購入等の補助
　私立幼稚園設置者へ直接補助を行う。

事

業

費

合　計 46,487 45,100 42,112

内　訳

負担金補助及び交付金 46,487 負担金補助及び交付金 45,100 負担金補助及び交付金 42,112

400 400

平成28年度

私立幼稚園就園奨励費補助金 千円 46,087 44,700 41,712

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

私立幼稚園就園奨励費補助金補助園児数 人 296 288

288 304

事
業
成
果

成果目標 　家庭の所得状況に応じ、保護者の経済的な負担の軽減を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
304

私立幼稚園振興費補助金 千円 400

就園奨励費補助金（補助率1/3以内）

事業の自己評価
　平成29年度から兄又は姉が2人以上いる場合の多子計算に係る年齢制限を撤廃したことにより、補助金額は増加
傾向にある。

補助園数 園 7 9 8

平成28年度

補助園児数 人 296

交付施設 対象人数 交付金額（円）

大佐和幼稚園 172 27,555,900

明澄幼稚園 95 14,150,900

美和幼稚園 13 2,545,200

暁星君津幼稚園 11 1,510,000

八重原幼稚園 3 162,500

久留里カトリック幼稚園 1 100,000

みつわ幼稚園 1 62,200

合計 296 46,086,700

階層別 区分 第１子 第２子 第３子以降 合計

対象人数 14 8 9 31

金額(円) 3,162,200 1,951,000 2,191,000 7,304,200

対象人数 29 18 6 53

金額(円) 5,133,600 4,189,300 1,471,000 10,793,900

対象人数 94 54 18 166

金額(円) 5,575,700 9,330,400 4,528,000 19,434,100

対象人数 0 24 22 46

金額(円) 0 3,470,000 5,084,500 8,554,500

対象人数 137 104 55 296

金額(円) 13,871,500 18,940,700 13,274,500 46,086,700

２階層

３階層

４階層

５階層

合計
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その他特財

（内容）

財

源

合計 1,156 1,250 0

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 1,156 1,250

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 3 保健事業活動費

事 業 名 特定不妊治療費助成事業 担当課 健康づくり課

目　　的
　医療保険の対象外で高額な治療費を要する不妊治療を受けた夫婦に対し、その経費の一部を助成することによ
り、経済的負担を軽減し、もって少子化対策の充実を図ることを目的とする。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●医療保険の対象外で高額な治療費を要する不妊治療を受けた夫婦に対し、その経費の一部を助成することにより、経済的負担
を軽減し、もって少子化対策の充実を図ることを目的とする。

　・富津市特定不妊治療費助成事業実施要綱に基づき助成を行う。

　・男性女性共に、1年度10万円を限度に助成

　・助成額は、助成の対象となった特定不妊治療に要した費用から県要綱による助成額
　　を控除し、その額の2分の1に相当する額（1,000円未満が生じたときは、切捨てた額）

●平成30年度実績

　　件　　数　　　　 16件
　　助成金額　1,156,000円

事

業

費

合　計 1,156 1,250 0

内　訳

負担金補助及び交付金 1,156 負担金補助及び交付金 1,250

平成28年度

助成件数 件 16 17 －

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

3 －

事
業
成
果

成果目標
　高額な治療費がかかる不妊治療から経済的負担の軽減を図り、妊娠・出産を希望する方の支援を目的とすること
から、制度利用者が出産に至った人数を成果指標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

事業の自己評価
　出産に至った人数の評価については、年度内という短期間の集計となり、本来は1年以上の長い期間が必要と考
えられる。また、出産に至った方から制度への感謝の言葉が聞かれたことからも、引き続き安定的に事業を実施す
るために必要な予算を計上していく。また不妊に悩む方への支援として事業の情報提供を行っていく。

平成28年度

制度利用者が出産に至った人数 人 4
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その他特財

（内容）

財

源

合計 277 0 0

国庫支出金 270

（内容）

地方債

一般財源 7

科　　目 款 4 衛生費 項 1 保健衛生費 目 3 保健事業活動費

事 業 名 妊娠・出産包括支援事業 担当課 健康づくり課

目　　的
　退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制の確保
を目的とする。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●産後に育児の支援が必要な母のために、委託医療機関を利用してデイサービス（日帰り）や宿泊を行い、母の体を休めながら
母乳指導・育児相談等が受けられる事業である。

　・富津市産後ケア事業実施要綱に基づき助成を行う。
　（H30実績）

事

業

費

合　計 277 0 0

内　訳

委託料 277

平成28年度

委託医療機関数 機関 5 － －

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

利用件数 件 2 －

－ －

事
業
成
果

成果目標 　支援体制を確保したことによる利用件数が成果指標となると考える

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
－

母子健康衛生費国庫負担金

事業の自己評価
　退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制の確保
を今後とも実施していく。

平成28年度

利用件数 件 2

宿泊型　29,160円/日×9日 262,440円

多胎加算　4,860円/日×3日 14,580円

合　　計 277,020円

産後ケアサービス業務委託料（2件）

（利用単価） 単位：円

一般世帯 生活保護世帯

宿泊型 29,160 32,400

宿泊型（多胎児加算） 4,860 5,400

日帰り型 19,440 21,600

日帰り型（多胎児加算） 2,430 2,700

種別
単価
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3,781

その他特財 5,000

（内容）

財

源

合計 7,357 5,633 3,781

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 2,357 5,633

科　　目 款 10 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

事 業 名 学力向上推進事業 担当課 教育センター

目　　的
・富津市立小学校に在籍する児童・生徒の学力の向上に寄与すると共に健全な育成を図る。
・放課後学習教室を設置し、授業の復習や宿題の支援をし、つまずきの解消や学習に対する意欲の向上を図る。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●指導補助教員数　4人分（6人雇用し、2人で週当たりの勤務日数を分けたものがある）
　・市で雇用した指導補助教員を配置希望のあった市内小学校の中から2校に配置し、授業で指導者の補
　　助として子ども一人ひとりの個性に応じたきめ細かな指導を行い、基礎学力の向上を図った。
　・児童から参加希望者を募り、放課後学習教室の指導にあたった。

事

業

費

合　計 7,357 5,633 3,781

内　訳

報酬 7,166 報酬 5,492 報酬 3,640

旅費 183 旅費 137 旅費 100

報償費 3

報償費 8 報償費 4 需用費 38

平成28年度

指導補助教員派遣 人 5 3 2

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

放課後学習教室実施校 校 2 1

81.7/50.0 -

事
業
成
果

成果目標 　保護者アンケートによる「子どもが確かな学力を身につけるための取組」に対する保護者の肯定的な評価の割合

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
-

学校教育振興基金

事業の自己評価
　指導補助教員配置校からは、きめ細かな指導により学力の向上に寄与しているという評価を得ている。今後も、
配置校との連携・連絡を密にし、より効果的な学習支援が行えるように努めていく。
　配置希望が多数から挙がっているが、2校にしか配置できていないため、今後増員を検討していく。

平成28年度

肯定的評価 ％ 76.9/50.0

内　容 金額(円）
指導補助教員等報酬 7,166,355
費用弁償 182,800
実践研修会講師報償費 7,500

合　計 7,356,655
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5,673

その他特財 5,000

（内容）

財

源

合計 5,620 5,632 5,673

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 620 5,632

科　　目 款 10 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

事 業 名 学力向上推進事業 担当課 教育センター

目　　的 　富津市立中学校に在籍する生徒の学力の向上に寄与すると共に健全な育成を図る。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●指導補助教員数　3人
　・市で雇用した指導補助教員を配置希望のあった市内中学校の中から3校に配置し、授業で指導者の
　　補助として子ども一人ひとりの個性に応じたきめ細かな指導を行い、基礎学力の向上を図った。

事

業

費

合　計 5,620 5,632 5,673

内　訳

報酬 5,464 報酬 5,492 報酬 5,461

旅費 156 旅費 136 旅費 150

報償費 5

報償費 4 需用費 57

平成28年度

指導補助教員派遣 人 3 3 3

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

81.7/50.0 －

事
業
成
果

成果目標 　保護者アンケートによる「子どもが確かな学力を身につけるための取組」に対する保護者の肯定的な評価の割合

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

学校教育振興基金

事業の自己評価
　指導補助教員配置校からは、きめ細かな指導により学力の向上に寄与しているという評価を得ている。今後も、
配置校との連携・連絡を密にし、より効果的な学習支援が行えるように努めていく。

平成28年度

肯定的評価 ％ 86.3/50.0

内　容 金額(円）
指導補助教員等報酬 5,463,577
費用弁償 156,400

合　計 5,619,977
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その他特財 162,179 166,732 169,920

（内容）

財

源

合計 162,179 166,732 169,920

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源

科　　目 款 10 教育費 項 5 保健体育費 目 3 給食費

事 業 名 給食材料費 担当課 学校教育課

目　　的
　富津市立小学校及び中学校に就学する児童・生徒に、安全で安心な美味しい給食を安定的に提供するとともに、
富津市産の食材を積極的に使用することで富津市の産品への理解を深めることができるよう、給食に使用する食材
の産地、品質、価格、納入業者を精査し、保護者が負担する給食費に見合う食材の購入を目的とする。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

≪給食材料費≫

　ご飯・パン・麺類・肉類・魚類・野菜類・豆類・果物類・デザート類・調味料・食物油等、
　給食に使用する全ての食材の購入

事

業

費

合　計 162,179 166,732 169,920

内　訳

需用費 162,179 需用費 166,732 需用費 169,920

34,566,375 34,146,347

平成28年度

大貫共同調理場において使用する給食食材の購入 円 94,660,017 97,817,653 100,294,530

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

天羽共同調理場において使用する給食食材の購入 円 32,494,264 34,347,632

99.70 99.72

事
業
成
果

成果目標
　学校給食に使用する食材全ての経費は、保護者から徴収する給食費によって賄われる特定財源であることから、
持続可能かつ安定的な給食の提供ため給食費の徴収率を、また、地元の食材への理解と地域への愛着を高めるた
め、学校給食に使用する食材全ての経費のうち、富津市産物の使用割合を成果目標とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
35,479,596

青堀小学校調理場において使用する給食食材の購入 円 35,024,228

給食費、弁償金

事業の自己評価

　施設設備の老朽化、児童生徒数の減少等により、「給食の質の確保」「安定した給食の提供」「衛生管理基準の
遵守」「適正なコストバランスの維持」が困難となることが予想されることから、富津市学校給食施設整備の指針
における第２期計画及び学校給食運営委員会による「学校給食施設整備に向けた提言書」をもとに、本市において
より望ましい学校給食調理場の実現に向けて取り組んでいく。

富津市産物使用割合 ％ 17.46 17.42 16.82

平成28年度

給食費徴収率 ％ 99.76

対象延べ人数 金額(円) 給食費の額

小学校 9,634 4,600円/月（265円/食）

中学校 9,235 5,700円/月（328円/食）

小学校 4,387 4,600円/月（265円/食）

中学校 2,500 5,700円/月（328円/食）

7,847 35,024,228 4,600円/月（265円/食）

33,603 162,178,509

区　　分

青堀小学校給食事業

合　　計

大貫共同調理場給食事業 94,660,017

天羽共同調理場給食事業 32,494,264
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9,173

その他特財 70,031 70,000 70,000

（内容） 中小企業融資貸付金元金収入、雑入

財

源

合計 78,429 78,337 79,173

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 8,398 8,337

科　　目 款 7 商工費 項 1 商工費 目 2 商工振興費

事 業 名 中小企業資金融資対策事業 担当課 商工観光課

目　　的
　事業に要する資金の調達が困難な中小企業者に対し、金融機関からの資金融資を円滑にし、利子補給を行うこと
によって、低金利での貸付が可能となり、市内の中小企業の経営安定を図る。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●負担金補助及び交付金　7,687,245円
・中小企業資金融資利子補給金　　　　　7,515,315円
・小規模事業者経営改善資金利子補給金　　171,930円（平成30年度事業開始）

●貸付金（預託金）70,000,000円
　（内訳）
　・千葉銀行　　　14,975,000円
　・京葉銀行　　　12,882,000円
　・千葉信用金庫　14,137,000円
　・君津信用組合　28,006,000円

　融資枠
　・各金融機関と覚書により預託金額の10倍　700,000,000円

●補償補填及び賠償金
・県信用保証協会補償金（代位弁済損失補償金）　741,840円

事

業

費

合　計 78,429 78,337 79,173

内　訳

貸付金 70,000 貸付金 70,000 貸付金 70,000

負担金補助及び交付金 7,687 負担金補助及び交付金 7,930 負担金補助及び交付金 8,529

旅費 3 旅費 2

補償補填及び賠償金 742 補償補填及び賠償金 404 補償補填及び賠償金 642

－

平成28年度

中小企業資金融資貸付件数 件 46 39 41

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

中小企業資金融資利子補給件数 件 222 230

8,529,080

事
業
成
果

成果目標
　事業に要する資金の調達が困難な中小企業者に対し、金融機関からの資金融資を円滑にし、資金調達が原因によ
る企業及び雇用の減少を防ぐ。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
223

小規模事業者経営改善資金利子補給件数 件 19 －

事業の自己評価
　7億円の融資枠を確保した融資制度により、中小企業者の融資に対し経営安定に寄与することが出来ている。今
後も事業を継続するとともに、融資状況を見ながら融資枠の検討をする。

小規模事業者経営改善資金利子補給金額 円 171,930 － －

平成28年度

中小企業資金融資利子補給金額 円 7,515,315 7,929,977
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5,685

その他特財

（内容）

財

源

合計 9,726 5,688 5,685

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 9,726 5,688

科　　目 款 7 商工費 項 1 商工費 目 2 商工振興費

事 業 名 商工振興関係費（市商工会育成補助金） 担当課 商工観光課

目　　的
　地域の中小企業の経営の安定と一層の地域商工業振興の推進、事業者が積極的な事業展開ができるよう経営指導
及び相談を巡回及び窓口で行い、商工業の健全な育成を図り、創業者に対する指導、支援も併せて行う。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

　商工会は、地域の中小企業の経営の安定と一層の地域商工業振興の推進及び事業者が積極的な事業展開ができるよう、経営指
導及び相談を巡回及び窓口で行っている。
　商工業の健全な育成を図ることを目的とし、商工会事業である前年度の経営改善普及事業費を対象に100分の16以内で予算の範
囲内において補助金を交付する。

●負担金補助及び交付金
・富津市商工会育成補助金　9,725,397円

　　平成29年度　富津市商工会決算
　　経営改善普及事業費　72,597,430円
　　72,597,430円×16％以内＝11,615,588円以内≒9,725,397円

事

業

費

合　計 9,726 5,688 5,685

内　訳

負担金補助及び交付金 9,726 負担金補助及び交付金 5,688 負担金補助及び交付金 5,685

1,266 1,286

平成28年度

各種講習会の実施 回 3 4 5

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

所得税・消費税確定申告相談会 回 21 21

116 160

事
業
成
果

成果目標
　商工祭やはかりめフェア等の各種事業の実施、講演会の開催を通じて市内消費の活性化を図るとともに、事業者
に対し各種指導や記帳の代行事務等を行い経営支援を行う。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
23

経営指導員による相談指導 回 1,596

事業の自己評価

　商工会は、「商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律」において、国の小規模企業施策である小規模
事業者の経営改善発達を支援する事業（経営改善普及事業）を実施する「実施団体」として位置づけられている。経営指導員
や記帳指導員等を配置し、経営、経理、税務、記帳の指導や記帳事務の代行を行っているため、今後も市内中小企業のために
商工会事業継続は必要不可欠であり、それに伴う県補助金及び市補助金は重要である。

確定申告及び消費税申告指導 件 439 452 443

平成28年度

各種講習会参加者 人 87
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122,001

その他特財

（内容）

財

源

合計 251,779 219,670 122,001

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 251,779 219,670

科　　目 款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 4 企画費

事 業 名 ふるさとふっつ応援寄附関係費 担当課 企画課

目　　的
　ふるさと納税制度を本市の特産品のブランド力を高める大きなチャンスと捉え、返礼品の充実・拡大を図るとと
もに、生産者の想いやこだわりを全国へ発信し、本市への寄附を促進する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●経費及び内容

事

業

費

合　計 251,779 219,670 122,001

内　訳

報償費 168,902 報償費 167,086 報償費 90,054

委託料 44,727 委託料 38,590 委託料 23,828

需用費 2,129 需用費 68 需用費 80

役務費 33,703 役務費 13,864 役務費 8,039

その他 62その他 2,318

平成28年度

返礼品送付件数 件 19,856 26,031 18,661

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

返礼品数 品 212 196

3.54/5 2.64/3

事
業
成
果

成果目標
　寄附金の目標額を成果指標とする。
・平成28年度　　　当該年度の目標額
・平成29、30年度　富津市まち・ひと・しごと創生総合戦略目標値の5億円

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
157

事業の自己評価

　平成30年度は、寄附のリピーター及び新たな寄附者の獲得に向け、返礼品PR用販促物の寄附者への送付、各種イベントへの参加等、従来の
取組を継続するとともに、「ふるなび」での寄附受付の開始、寄附者に対しより多くの決済方法を提供するマルチペイメントの導入、返礼品
のPRや市の魅力発信のための動画作成、WEB及び情報誌への広告掲載等、新たなプロモーション策を実施したことにより、寄附金額の増加につ
なげることができた。令和元年度も引き続き、返礼品プロモーション策を充実させるとともに、制度の健全な発展に向けて使途についての公
表を充実させていく。

ふるさとふっつ応援寄附件数 件 18,125 20,444 16,784

平成28年度

ふるさとふっつ応援寄附金額 億円 3.66/5

使いみち 金額（円）

市長におまかせ 159,208,552

子どもの笑顔があふれるまちへ（出産・子育て支援、
教育環境の整備など）

114,585,000

産業、仕事を創る（雇用の創出・地場産業の振興、観
光の振興など）

60,372,000

くらしやすいまちづくり（公共交通、住環境・生活環
境の整備など）

31,428,000

計 365,593,552

※歳入　ふるさとふっつ応援寄附金実績
　　　　寄附件数　18,125件　寄附金額　365,593,552円

区　　　分 内　　　訳 説　明 金額（円）

返礼品 返礼品代（送料含む。）19,856件 報償費 168,902,350

返礼品発注管理等業務委託料
寄附情報の管理、返礼品の発注・配送管理、寄附受領証明書等の送付など

の業務を実施するための経費
41,811,253

ふるさとふっつ応援寄附PR動画作

成業務委託料
返礼品のＰＲや市の魅力発信のための動画作成経費 2,916,000

郵便局払込分：1,535件（30円/件） 46,050

クレジット納付分：基本利用料＋システム利用料等（ふるさとチョイス：

寄附額の1％、ふるなび：寄附額の0.95％）11,559件
2,575,022

マルチペイメント分：収納手数料（寄附額の3％～3.5％）1,614件 1,244,635

ふるさとチョイス（松チョイス）：寄附額の5％　14,638件 16,607,635

楽天：寄附額の約9％　3,336件 5,716,924

ふるなび：寄附額の7％　90件 510,450

楽天ふるさと納税WEB広告掲載手数料 2,428,657

富裕層向け生活総合情報誌「AFFULENT」掲載手数料 3,326,400

ふるさとチョイスカフェ貸切手数料（イベント保険代含む。） 878,620

ふるさとチョイス大感謝祭出展手数料 345,600

報酬 2,039,155

費用弁償 47,000

ふるさとふっつ応援寄附PR用リーフレット、カタログ等 印刷製本費 1,743,768

ふるさと納税PRイベント等に係る消耗品（のぼり旗等） 消耗品費 383,839

ふるさと納税PRイベント等に係る旅費 普通旅費 201,380

「ふるさと納税の健全な発展を目指す自治体連合」に係る負担金 負担金 30,000

タブレットに係る通信費（基本料金＋プラン料金） 通信運搬費 22,680

ふるさとふっつ応援寄附関係者会議お茶代 食糧費 1,580

251,778,998

手数料

委託料

広告掲載手数料

その他経費

計

非常勤一般職（1名）事務補助員経費

ふるさと納税代理収納手数料

ふるさと納税ポータルサイト利用

手数料

イベント出展等手数料

●プロモーション実績
　・ふるさと納税ポータルサイト「ふるなび」で寄附受付
　　を開始（平成30年10月から）
　・寄附者の利便性向上のため、より多くの決済方法を提
　　供するマルチペイメントを導入（平成30年8月から）
　・返礼品のPRや市の魅力発信のための動画作成
　・返礼品PRのため、全事業者を掲載した返礼品カタログ
　　の作成
　・新規寄附者獲得戦略の実施（WEB広告、雑誌広告への
　　返礼品掲載）
　・リピーター獲得戦略の実施（お礼状、ＰＲ用ステッカ
　　ー・リーフレット、毎月の寄附状況分析）
　・ふるさと納税ポータルサイトに掲載の返礼品に係るプ
　　ロモーション（掲載ページの随時更新）
　・その他、新規返礼品の開拓、ふるさとチョイスカフェ・
　　ふるさとチョイス大感謝祭でのＰＲ活動を実施
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3,736

その他特財

（内容）

財

源

合計 3,693 3,703 3,736

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 3,693 3,703

科　　目 款 7 商工費 項 1 商工費 目 4 観光費

事 業 名 観光総務関係費（市観光協会補助金） 担当課 商工観光課

目　　的
　富津市における観光に関する計画を推進し、観光資源の開発、観光施設の整備保存を図ることにより、活力ある
観光地づくりを促進し、市民生活及び公共の福祉の向上を図るとともに、地域経済や文化の発展に寄与することを
目的とする。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

　富津市観光協会が富津市における観光振興の推進のため、観光資源の開発、観光施設の整備保存を図ることで、活力ある観光
地づくりを促進し、市民生活および公共の福祉の向上を図るとともに地域経済や文化の発展に寄与する等目的達成のための事業
を展開するため、組織運営や事業費に対し、補助金を交付する。

●富津市観光協会補助金　3,693,000円

　・主なイベント　もみじロードおもてなしイベント、千葉県民マラソン、木更津、君津、富津、
　　　　　　　　　袖ケ浦市うまいものまつり参加、甲州市およっちょいまつり、JR駅からハイキング

　・平成30年度富津市観光協会決算額

事

業

費

合　計 3,693 3,703 3,736

内　訳

負担金補助及び交付金 3,693 負担金補助及び交付金 3,703 負担金補助及び交付金 3,736

1 1

平成28年度

観光協会による情報発信 回 随時 随時 随時

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

各種観光誘致イベント 回 10 7

2,168/2,800 2,264/2,800

事
業
成
果

成果目標 　観光協会による各種事業の実施や情報発信により、富津市のイメージアップを図り観光客の増加に繋げる。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
7

観光動画作成 回 1

事業の自己評価
　本年度は、富津市民花火大会の中止、東京湾観音の改修工事等により観光客の入込が昨年度より減少した。
　今後は、近年増加している外国人観光客の誘致や首都圏から気軽に訪れることのできる立地条件を最大限に発揮
できるよう、新たなPR事業等を実施する必要がある。

平成28年度

年間観光客入込数の増加 千人 2,073/2,800

観光協会名 支部名 地区名 決算額（円）

2,544,056

17,168,333

1,085,801

上総湊地区 750,975

竹岡地区 262,659

金谷地区 1,519,023

関豊地区 1,506,925

24,837,772

富津市観光協会

天羽支部

計

富津支部

大佐和支部
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その他特財

（内容）

財

源

合計 7,500 6,000 6,000

国庫支出金 7,500 6,000 6,000

（内容）

地方債

一般財源

科　　目 款 6 農林水産業費 項 1 農業費 目 3 農業振興費

事 業 名 農業次世代人材投資事業（旧青年就農給付金事業） 担当課 農林水産課

目　　的
　青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、経営が不安定な就農直後（5年以内）の所得を確保するた
め、年間150万円を限度とし給付金を給付する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●農業次世代人材投資事業　　　　　　7,500,000円

　事業内容　農業次世代人材投資資金の給付

　対象者　　6名

　補助額　  1,500,000円/人・年間

　補助金額　1,500,000円×4名＝6,000,000円
　　　　　　　750,000円×2名＝1,500,000円（半年分）

　経営の不安定な就農初期段階の青年就農者に対し青年就農給付金を給付し、担い手の育成・確保を図り、効率的・安定的な農
業の確立を図るための事業

事

業

費

合　計 7,500 6,000 6,000

内　訳

負担金補助及び交付金 7,500 負担金補助及び交付金 6,000 負担金補助及び交付金 6,000

1 1

平成28年度

補助金申請事務、給付金交付事務 件 6 4 5

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

給付金受給者の営農指導 回 6 5

1 3

事
業
成
果

成果目標 　新規就農者の定着と営農の継続を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
4

制度周知（広報ふっつ） 回 1

農業次世代人材投資事業補助金　国10/10以内

事業の自己評価

　新規就農者への支援により、農業の担い手の育成に貢献した。
　本市の農業の現状は、農業従事者の高齢化、農家数の減少、担い手不足などの諸問題を抱えている。そこで、意
欲のある農業者を育成し、効率的・安定的な農業経営の実現に向けた経営改善を支援するとともに、新たな担い手
を確保する。

平成28年度

認定新規就農者の認定数 人 1
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100

その他特財

（内容）

財

源

合計 212,060 2,062 175,084

国庫支出金 211,860 174,984

（内容）

地方債

一般財源 200 2,062

科　　目 款 6 農林水産業費 項 3 水産業費 目 2 水産業振興費

事 業 名 ノリ共同利用施設建設事業 担当課 農林水産課

目　　的
　ノリの市場競争力を高めるために、大幅なコスト削減を目的として、共同加工施設を導入する。
　ノリの生産コストを圧迫している個々の加工施設を共同利用化することにより、製造コストが大幅に削減でき
る。

事

業

概

要

～ 令和 2 年度

●平成27年度
【富津漁協】　　ノリ共同加工施設実施設計業務委託　　　　　　　4,120,000円
●平成28年度
【富津漁協】　　ノリ共同加工施設建設工事・工事監理業務委託　175,084,000円
●平成29年度
【新富津漁協】　ノリ共同加工施設実施設計業務委託　　　　　　　2,062,000円
●平成30年度
【富津漁協】　　ノリ共同加工施設実施設計業務委託　　　　　　　5,200,000円
【新富津漁協】　ノリ共同加工施設建設工事・工事監理業務委託　206,860,000円
●令和元年度
【富津漁協】　　ノリ共同加工施設建設工事・工事監理業務委託　211,838,000円
【新富津漁協】　ノリ共同加工施設実施設計業務委託　　　　　　　2,400,000円
●令和2年度
【新富津漁協】　ノリ共同加工施設建設工事・工事監理業務委託　208,091,000円

施行済

全体計画 計 画 期 間 平成 27 年度

●令和元年度                                                     　　　　●令和2年度
【富津漁協】 ノリ共同加工施設建設工事・工事監理業務委託  211,838,000円   【新富津漁協】ノリ共同加工施設建設工事・工事監理業務委託 208,091,000円
【新富津漁協】ノリ共同加工施設実施設計業務委託 　　　　　  2,400,000円

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●平成27年度【富津漁協ノリ共同加工施設実施設計業務委託4,120,000円
●平成28年度【富津漁協】ノリ共同加工施設建設工事・工事監理業務委託　175,084,000円
●平成29年度【新富津漁協】ノリ共同加工施設実施設計業務委託2,062,000円

当該年度

●平成30年度
【富津漁協】　ノリ共同加工施設実施設計業務委託　　5,200,000円
【新富津漁協】ノリ共同加工施設建設工事・工事監理業務委託　　206,860,000円

翌年度以降

事

業

費

合　計 212,060 2,062 175,084

内　訳

負担金補助及び交付金 212,060 負担金補助及び交付金 2,062 負担金補助及び交付金 175,084

平成28年度

設計業務委託 件 1 1 －

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

建設工事・工事監理委託 施設 1 －

12.12/13.58 13.58/12.39

事
業
成
果

成果目標
　ノリ養殖経営体で共同利用する加工施設を建設し、漁業者のノリ生産の効率化と品質の向上を図り、海苔生産
枚数の増加及び販売単価の上昇を目的とする。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
1

産地水産業強化施設整備支援事業補助金

事業の自己評価
　ノリ共同加工施設を建設したことにより、ノリ生産の効率と品質が向上し、生産枚数の増加及び販売単価が上
昇した。

生産者一人当たり生産枚数 枚 1,075,409 1,056,303 1,044,031

平成28年度

ノリ販売単価 円/枚 13.49/12.12
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11,459

その他特財

（内容）

財

源

合計 12,264 12,218 11,459

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 12,264 12,218

科　　目 款 7 商工費 項 1 商工費 目 4 観光費

事 業 名 海水浴場管理運営事業 担当課 商工観光課

目　　的
　夏期期間に海水浴場を開設するため、海水浴客の安全及び環境美化を図り、海水浴客に海水浴場を提供し、観光
振興を図るとともに、富津市の海岸線をアピールする。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●消耗品費
　　海水浴場開設に伴う各種消耗品の購入費　　　　　　　　　　　　 165,625円
●燃料費
　　海岸清掃実施に伴う重機燃料代　　　　　　　             　　   89,776円
●光熱水費
　　海水浴場開設中の電気料金                               　　   16,078円
●通信運搬費
　　海水浴場開設期間中の報告、連携に伴う電話設置費及び通話料　　　74,893円
●手数料
　　大貫中央海水浴場に隣接する大貫海浜児童遊園地トイレの海水浴場開設期間中の汲取り料及び新舞
　　子海水浴公衆トイレ汲取り料                 　　　　　　　　　135,880円
●委託料
　・大貫中央海水浴場に隣接する大貫海浜児童遊園地トイレ及び上総湊海水浴場に隣接する上総湊港海浜公
　　園トイレの海水浴場開設期間中の清掃委託料  　　　　　　　　　  32,400円
　・海水浴場の安全確保にかかる監視員設置委託料           　　  9,990,000円
　・海水浴場開設に係る仮設電気設置に伴う委託料           　　    383,790円
　・安全・安心な海水浴場等の確保に関する条例周知看板作製委託料　 172,800円
　・津浜海水浴場不開設周知看板作製委託料　　　　　　　　　　　　　64,800円
●借上料
　・海水浴場開設時の清掃にかかる重機借上料                       448,740円
　・市内4海水浴場の監視小屋(コンテナ)借上料                      602,424円
●備品購入費
　・富津海水浴場スピーカー　2台                                 　69,552円
　・新舞子海水浴場スピーカードライバーユニット　1個　　　    　　 17,280円

事

業

費

合　計 12,264 12,218 11,459

内　訳

委託料 10,644 委託料 10,446 委託料 9,997

使用料及び賃借料 1,051 使用料及び賃借料 1,182 使用料及び賃借料 1,112

役務費 211 役務費 203 役務費 156

需用費 271 需用費 235 需用費 194

備品購入費 152備品購入費 87

平成28年度

市内4海水浴場の開設延日数 日 120 127 123

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

51,195 110,515

事
業
成
果

成果目標 　安全できれいな海水浴場を開設し、多くの海水浴客の誘客に繋げ、海水浴場周辺への経済効果にも繋げる。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績

事業の自己評価
　天候不順の影響等により入込客が落ち込んだ昨年度と比較し、一昨年前の入込近くまで回復した。また、安全・
安心な海水浴場等の確保に関する条例の施行から２年目の年ということもあり、水上バイク等のマリンレジャー客
と海水浴客との大きなトラブルもなく開設期間を終了することができた。

平成28年度

海水浴場入込客数 人 93,203
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23,624

その他特財 6,074 6,445 6,844

（内容） 総合社会体育館使用料、市民運動広場使用料、浅間山運動公園使用料、雑入、公共施設維持管理基金

財

源

合計 32,228 32,509 30,468

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 26,154 26,064

科　　目 款 10 教育費 項 5 保健体育費 目 4 市体育施設費

事 業 名 市体育施設管理運営事業 担当課 生涯学習課

目　　的
　体育施設の適切かつ効率的な管理運営を行い、市民の心身の健全な発達と健康増進及びスポーツ意欲の高揚を図
り、豊かで潤いのある市民生活の形成に寄与する。
　また、体育施設の効用を最大限に発揮し、スポーツ目的の観光客も利用しやすい環境を整備する。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●富津運動広場、新富運動広場、浅間山運動公園、総合社会体育館の管理運営　32,227,686円
 指定管理期間　平成26年4月1日から平成31年3月31日

●施設の利用状況

事

業

費

合　計 32,228 32,509 30,468

内　訳

委託料 30,589 委託料 29,626 委託料 29,199

需用費 839 需用費 1,269 需用費 499

役務費 106 使用料及び賃借料 627 備品購入費 139

使用料及び賃借料 694 公有財産購入費 818 使用料及び賃借料 498

その他 169 役務費 133

平成28年度

開館日数 日 306 306 305

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

利用者数 人 95,759 90,551

99,385/113,078

事
業
成
果

成果目標
　公益財団法人富津市施設利用振興公社の指定管理により、体育施設の適切かつ効率的な管理運営を行い、利用者
数の増加を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
99,385

事業の自己評価
　平成30年度は利用者数が若干増加したが、平成28年度よりは減少している。また、平日の利用率が低い状況であ
る。
　指定管理者と協議し、管理運営方法や、施設の改修・事業の見直しを行っていく必要がある。

平成28年度

施設利用者数（人口の2.5倍を目標とする） 人 95,759/108,635 90,551/110,312

施　設　名 敷地面積（㎡）

富津運動広場 19,000

新富運動広場 49,721

駐車場 14,629

備　　　　　考

野球場1面：両翼95ｍ、センター120ｍ

サッカー場：一般用2面、少年用2面

総合社会体育館及び新富運動広場用

浅間山運動公園 30,116

野球場（軟硬式両用）1面：両翼97.6ｍ、センター122ｍ、
　　　　　　　　　　　　 グラウンド面積13,446.18㎡
テニスコート（夜間照明施設有）：コート4面（ハード1面・人工芝3面）、
　　　　　　　　　　　　　　　　面積2,820㎡

総合社会体育館 14,173
建築面積　4039.70㎡
延床面積　1F：3,595.21㎡　2F：942.74㎡　計：4,537.95㎡
構　　造　鉄筋コンクリート造　2階建　屋根：スチールパイプトラス

利用回数 利用人数 使用料(円)

121 1,487 176,500

77 16,363 110,940

テニス場等 934 5,316 1,909,820

フットサル 25 311 47,240

野球場 112 4,523 478,840

主体育館 644 57,401 1,878,200

小体育館 1,157 9,794 1,416,950

会議室等 40 564 53,200

キャンセル料 - - 0

3,110 95,759 6,071,690

施　設　名

富津運動広場

新富運動広場

浅間山運動公園

総合社会体育館

合　　　計
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1,050

その他特財

（内容）

財

源

合計 1,060 1,050 1,050

国庫支出金

（内容）

地方債

一般財源 1,060 1,050

科　　目 款 7 商工費 項 1 商工費 目 4 観光費

事 業 名 宿泊・滞在型観光促進事業 担当課 商工観光課

目　　的
　富津市・館山市・鴨川市・南房総市・鋸南町の４市１町の有する観光の魅力を引き出し、その質の向上を図り、
観光を地域経済の活性化に確実に結びつけるため、経済波及効果の高い観光客の宿泊・滞在の促進及び滞在時間の
長時間化を図る。

事

業

概

要

[ 単位：千円 ] 平成30年度（決算） 平成29年度（決算） 平成28年度（決算）

●宿泊・滞在型観光促進事業負担金　1,060,000円

　・旅行エージェント、雑誌記者等を対象としたファムトリップ（現地見学会）　3回
　・観光客誘致キャンペーン、モニターツアー等　　6回
　・南房総観光ガイドブック作成

　宿泊滞在型観光推進協議会の構成市町及び千葉県の負担金額

　負担金合計　 11,000,000円
　　千葉県　  　6,000,000円
　　館山市　　  2,100,000円 (人口割分　1,030,000円　単独事業分  1,070,000円）
  　富津市　  　1,060,000円 (人口割分    990,000円　単独事業分     70,000円）
　　鴨川市　　  　780,000円 (人口割分    730,000円　単独事業分     50,000円）
　　南房総市　  　880,000円 (人口割分　  830,000円　単独事業分     50,000円)
  　鋸南町　　  　180,000円 (人口割分    170,000円　単独事業分     10,000円）

事

業

費

合　計 1,060 1,050 1,050

内　訳

負担金補助及び交付金 1,060 負担金補助及び交付金 1,050 負担金補助及び交付金 1,050

－ －

平成28年度

旅行エージェントや雑誌記者等を対象としたファムトリップ（現地
見学会）

回 3 2 3

活動指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

観光客誘致キャンペーン、モニターツアー等 回 6 5

2,168/2,800 2,264/2,800

事
業
成
果

成果目標
　房総南部地域との広域連携による事業の実施により、当地域の多くの魅力を発信することで、本市への観光客の
増加を図る。

成　果

成果指標名（実績値/目標値） 単位 平成30年度 平成29年度

事
業
実
績

活動実績
9

南房総観光ガイドブック作成 回 1

事業の自己評価
　本市を含む房総南部地域4市1町で組織する協議会の各種の活動実施により、当地域の情報がメディアで取り上げ
られたり、情報誌に掲載されたりしている。また、本市の隠れた魅力の掘り起こしにも繋がっている。
　今後は、更に連携を深め、広域での観光誘客に繋げ宿泊客の増加を含め滞在の長時間化が図れる。

平成28年度

年間観光客入込数 千人 2,073/2,800
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